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議案第４号 

令和８年度茂原市特別会計国民健康保険事業費予算  

令和８年度茂原市の特別会計国民健康保険事業費予算は、次に定めるところによる。  

（歳入歳出予算）  

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９，６９７，９６９千円と定める。  

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」によ

る。 

（一時借入金）  

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項（昭和２２年法律第６７号）の規定による一時

借入金の借入れの最高額は、１００，０００千円と定める。  

（歳出予算の流用）  

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  

（１）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内での

これらの経費の各項の間の流用  

令和８年２月２５日提出 

茂原市長 市 原 淳 
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歳  入 （単位  千円）

金　額

国 民 健 康 保 険 税

国 民 健 康 保 険 税

使 用 料 及 び 手 数 料

手 数 料

国 庫 支 出 金

国 庫 補 助 金

県 支 出 金

県 補 助 金

財 産 収 入

財 産 運 用 収 入

繰 入 金

他 会 計 繰 入 金

基 金 繰 入 金

繰 越 金

繰 越 金

諸 収 入

延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料

預 金 利 子

雑 入

貸 付 金 元 利 収 入

歳 入 合 計

第第　　１１　　表表　　　　歳歳　　入入　　歳歳　　出出　　予予　　算算

款 項
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歳  出 （単位  千円）

金　額

総 務 費

総 務 管 理 費

徴 収 費

運 営 協 議 会 費

保 険 給 付 費

療 養 諸 費

高 額 療 養 費

移 送 費

出 産 育 児 諸 費

葬 祭 諸 費

△ 傷 病 手 当 諸 費

国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金

医 療 給 付 費 分

後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分

介 護 納 付 金 分

子ども・子育て支援納付金分

保 健 事 業 費

保 健 事 業 費

特 定 健 康 診 査 等 事 業 費

基 金 積 立 金

基 金 積 立 金

公 債 費

公 債 費

諸 支 出 金

償 還 金 及 び 還 付 加 算 金

延 滞 金

予 備 費

予 備 費

歳 出 合 計

款 項
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予 算 に 関 す る 説 明 書 
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１．総  括

(歳  入) （単位  千円）

本年度予算額 前年度予算額 比  較

国 民 健 康 保 険 税

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金 △103,629

繰 越 金 △6,448

諸 収 入

　歳　　入　　合　　計

歳歳  入入  歳歳  出出  予予  算算  事事  項項  別別  明明  細細  書書

款
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(歳  出) （単位 千円）

国 県 支 出 金 地 方　 債 そ の　 他

総 務 費

保 険 給 付 費

国民健康保険事業費納付金 △10,141

保 健 事 業 費

基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金 △38

予 備 費

 歳　　出　　合　　計

本　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　　　　　定　　　　　　財　　　　　　源
一 般 財 源

款 本年度予算額 前年度予算額 比  較
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(歳 出) （単位  千円）

国 県 支 出 金 地 　方　  債 そ 　の　  他

総 務 費

保 険 給 付 費

国民健康保険事業費納付金 △10,141 

保 健 事 業 費

基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金 △38 

予 備 費

歳　 出　 合　 計

本　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

特 定 財 源
一 般 財 源

款 本年度予算額 前年度予算額 比 較

－ 215 －



－ 216 －

２．歳  入

(款)  1 国民健康保険税 (項)  1 国民健康保険税 （単位 千円）

金　　額

国民健康保険税 医療給付費分現年  ･ 医療給付費分現年課税分

課税分

後期高齢者支援金  ･ 後期高齢者支援金分現年課税分

分現年課税分

介護納付金分現年  ･ 介護納付金分現年課税分

課税分

子ども・子育て支  ･ 子ども・子育て支援納付金分現年課税分

援納付金分現年課

税分

医療給付費分滞納  ･ 医療給付費分滞納繰越分（一般）

繰越分（一般）

後期高齢者支援金  ･ 後期高齢者支援金分滞納繰越分（一般）

分滞納繰越分（一

般）

介護納付金分滞納  ･ 介護納付金分滞納繰越分（一般）

繰越分（一般）

医療給付費分滞納  ･ 医療給付費分滞納繰越分（退職）

繰越分（退職）

後期高齢者支援金  ･ 後期高齢者支援金分滞納繰越分（退職）

分滞納繰越分（退

職）

介護納付金分滞納  ･ 介護納付金分滞納繰越分（退職）

繰越分（退職）

 計

(款)  2 使用料及び手数料 (項)  1 手数料

総務手数料 総務手数料  ･ 総務手数料

督促手数料 督促手数料  ･ 督促手数料

 計

(款)  3 国庫支出金 (項)  1 国庫補助金

災害臨時特例補助金 災害臨時特例補助  ･ 保険税軽減分

金  ･ 一部負担金免除分

説　　　　　　　　　明
区　　　分

節
目

本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較
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２．歳 入

(款) 1 国民健康保険税 (項) 1 国民健康保険税 （単位  千円）

金　　額

国民健康保険税 医療給付費分現年  ･ 医療給付費分現年課税分

課税分

後期高齢者支援金  ･ 後期高齢者支援金分現年課税分

分現年課税分

介護納付金分現年  ･ 介護納付金分現年課税分

課税分

子ども・子育て支  ･ 子ども・子育て支援納付金分現年課税分

援納付金分現年課

税分

医療給付費分滞納  ･ 医療給付費分滞納繰越分（一般）

繰越分（一般）

後期高齢者支援金  ･ 後期高齢者支援金分滞納繰越分（一般）

分滞納繰越分（一

般）

介護納付金分滞納  ･ 介護納付金分滞納繰越分（一般）

繰越分（一般）

医療給付費分滞納  ･ 医療給付費分滞納繰越分（退職）

繰越分（退職）

後期高齢者支援金  ･ 後期高齢者支援金分滞納繰越分（退職）

分滞納繰越分（退

職）

介護納付金分滞納  ･ 介護納付金分滞納繰越分（退職）

繰越分（退職）

計

(款) 2 使用料及び手数料 (項) 1 手数料

総務手数料 総務手数料  ･ 総務手数料

督促手数料 督促手数料  ･ 督促手数料

計

(款) 3 国庫支出金 (項) 1 国庫補助金

災害臨時特例補助金 災害臨時特例補助  ･ 保険税軽減分

金  ･ 一部負担金免除分

説 明
区 分

節
目

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較
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(款)  3 国庫支出金 (項)  1 国庫補助金 （単位 千円）

金　　額

災害臨時特例補助金

 計

(款)  4 県支出金 (項)  1 県補助金

保険給付費等交付金 普通交付金  ･ 普通交付金

特別交付金  ･ 保険者努力支援分

 ･ 特別調整交付金分

 ･ 県繰入金（２号分）

 ･ 特定健康診査等負担金

健康増進事業費補助金 健康増進事業費補  ･ 健康増進事業費補助金

助金

 計

(款)  5 財産収入 (項)  1 財産運用収入

利子及び配当金 財政調整基金利子  ･ 財政調整基金利子

 計

(款)  6 繰入金 (項)  1 他会計繰入金

一般会計繰入金 △43,629 保険基盤安定繰入  ･ 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）

金（保険税軽減分

）

保険基盤安定繰入  ･ 保険基盤安定繰入金（保険者支援分）

金（保険者支援分

）

未就学児均等割保  ･ 未就学児均等割保険税繰入金

険税繰入金

職員給与費等繰入  ･ 職員給与費等繰入金

金

産前産後保険税繰  ･ 産前産後保険税繰入金

入金

 計 △43,629

(款)  6 繰入金 (項)  2 基金繰入金

財政調整基金繰入金 △60,000 財政調整基金繰入  ･ 財政調整基金繰入金

金

説　　　　　　　　　明
区　　　分

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較
節
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(款) 3 国庫支出金 (項) 1 国庫補助金 （単位  千円）

金　　額

災害臨時特例補助金

計

(款) 4 県支出金 (項) 1 県補助金

保険給付費等交付金 普通交付金  ･ 普通交付金

特別交付金  ･ 保険者努力支援分

 ･ 特別調整交付金分

 ･ 県繰入金（２号分）

 ･ 特定健康診査等負担金

健康増進事業費補助金 健康増進事業費補  ･ 健康増進事業費補助金

助金

計

(款) 5 財産収入 (項) 1 財産運用収入

利子及び配当金 財政調整基金利子  ･ 財政調整基金利子

計

(款) 6 繰入金 (項) 1 他会計繰入金

一般会計繰入金 △43,629 保険基盤安定繰入  ･ 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）

金（保険税軽減分

）

保険基盤安定繰入  ･ 保険基盤安定繰入金（保険者支援分）

金（保険者支援分

）

未就学児均等割保  ･ 未就学児均等割保険税繰入金

険税繰入金

職員給与費等繰入  ･ 職員給与費等繰入金

金

産前産後保険税繰  ･ 産前産後保険税繰入金

入金

計 △43,629 

(款) 6 繰入金 (項) 2 基金繰入金

財政調整基金繰入金 △60,000 財政調整基金繰入  ･ 財政調整基金繰入金

金

説 明
区 分

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較
節
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(款)  6 繰入金 (項)  2 基金繰入金 （単位 千円）

金　　額

財政調整基金繰入金

 計 △60,000

(款)  7 繰越金 (項)  1 繰越金

繰越金 △6,448 繰越金  ･ 前年度繰越金

 計 △6,448

(款)  8 諸収入 (項)  1 延滞金、加算金及び過料

延滞金 延滞金（一般）  ･ 延滞金（一般）

延滞金（退職）  ･ 延滞金（退職）

加算金 加算金  ･ 加算金

過料 過料  ･ 過料

 計

(款)  8 諸収入 (項)  2 預金利子

預金利子 預金利子  ･ 市預金利子

 計

(款)  8 諸収入 (項)  3 雑入

第三者納付金 △348 第三者納付金  ･ 第三者納付金

返還金 △307 返還金  ･ 返還金（過年度診療分）

 ･ 返還金（滞納繰越分）

雑入 雑入  ･ 療養費等の支給に係る一部負担金等公費負担金

 ･ 特定健康診査自己負担金

 計

(款)  8 諸収入 (項)  4 貸付金元利収入

高額療養費資金貸付金元利収入 高額療養費資金貸  ･ 高額療養費資金貸付金元利収入

付金元利収入

 計

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分
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(款) 6 繰入金 (項) 2 基金繰入金 （単位  千円）

金　　額

財政調整基金繰入金

計 △60,000 

(款) 7 繰越金 (項) 1 繰越金

繰越金 △6,448 繰越金  ･ 前年度繰越金

計 △6,448 

(款) 8 諸収入 (項) 1 延滞金、加算金及び過料

延滞金 延滞金（一般）  ･ 延滞金（一般）

延滞金（退職）  ･ 延滞金（退職）

加算金 加算金  ･ 加算金

過料 過料  ･ 過料

計

(款) 8 諸収入 (項) 2 預金利子

預金利子 預金利子  ･ 市預金利子

計

(款) 8 諸収入 (項) 3 雑入

第三者納付金 △348 第三者納付金  ･ 第三者納付金

返還金 △307 返還金  ･ 返還金（過年度診療分）

 ･ 返還金（滞納繰越分）

雑入 雑入  ･ 療養費等の支給に係る一部負担金等公費負担金

 ･ 特定健康診査自己負担金

計

(款) 8 諸収入 (項) 4 貸付金元利収入

高額療養費資金貸付金元利収入 高額療養費資金貸  ･ 高額療養費資金貸付金元利収入

付金元利収入

計

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較
節

説 明
区 分
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３．歳  出

（款）  1 総務費 （項）  1 総務管理費 （単位 千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011一一般般職職人人件件費費 9999,,770066

一般管理費 報酬 報酬

・会計年度任用職員報酬

給料

給料 ・一般職給料

職員手当等

共済費

職員手当等 旅費

・費用弁償

○○ 0022国国民民健健康康保保険険事事務務費費  2244,,889933

共済費 旅費

・研修旅費

需用費

旅費 ・消耗品費

・印刷製本費

役務費

需用費 ・通信運搬費

委託料

・国保連合会電算共同処理委託料他

役務費 負担金補助及び交付金

・会議等出席負担金

・長生郡市広域市町村圏組合病院事業負担金

委託料

負担金補助及び交

付金

○○ 0011国国民民健健康康保保険険団団体体連連合合会会負負担担金金 22,,331111

国民健康保険団体 △108 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

連合会負担金 付金 ・千葉県国民健康保険団体連合会負担金

・千葉県国民健康保険団体連合会長生支部負担金

計

（款）  1 総務費 （項）  2 徴収費

○○ 0011保保険険税税賦賦課課徴徴収収事事務務費費 3399,,114433

賦課徴収費 需用費 需用費

・消耗品費

・燃料費

役務費 ・印刷製本費

・修繕料

役務費

委託料 ・通信運搬費

・手数料

・保険料

委託料

説　　　　　　　　　明

節

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額 区　　　分 金　　額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源

－ 222 －



－ 223 －

３．歳 出

（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位  千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011一一般般職職人人件件費費   9999,,770066

一般管理費 報酬  報酬

・会計年度任用職員報酬

 給料

給料 ・一般職給料

 職員手当等

 共済費

職員手当等  旅費

・費用弁償

○○ 0022国国民民健健康康保保険険事事務務費費   2244,,889933

共済費  旅費

・研修旅費

 需用費

旅費 ・消耗品費

・印刷製本費

 役務費

需用費 ・通信運搬費

委託料

・国保連合会電算共同処理委託料他

役務費  負担金補助及び交付金

・会議等出席負担金

・長生郡市広域市町村圏組合病院事業負担金

委託料

負担金補助及び交

付金

○○ 0011国国民民健健康康保保険険団団体体連連合合会会負負担担金金   22,,331111

国民健康保険団体 △108 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

連合会負担金 付金 ・千葉県国民健康保険団体連合会負担金

・千葉県国民健康保険団体連合会長生支部負担金

　　　計

（款） 1 総務費 （項） 2 徴収費

○○ 0011保保険険税税賦賦課課徴徴収収事事務務費費   3399,,114433

賦課徴収費 需用費  需用費

・消耗品費

・燃料費

役務費 ・印刷製本費

・修繕料

 役務費

委託料 ・通信運搬費

・手数料

・保険料

 委託料

説 明

節

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額 区 分 金　　額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源

－ 223 －



－ 224 －

（款）  1 総務費 （項）  2 徴収費 （単位 千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

・電算委託料

賦課徴収費 使用料及び賃借料 ・コンビニ収納業務委託料

・納税コールセンター業務委託料

使用料及び賃借料

負担金補助及び交 ・自動車借上料

付金 負担金補助及び交付金

・日本マルチペイメントネットワーク推進協議会負担

      金

公課費 ・地方税共同機構負担金

公課費

・自動車重量税

計

（款）  1 総務費 （項）  3 運営協議会費

○○ 0011運運営営協協議議会会事事務務運運営営費費 339922

運営協議会費 報酬 報酬

・国保運営委員報酬

役務費

役務費 ・通信運搬費

計

（款）  2 保険給付費 （項）  1 療養諸費

○○ 0011療療養養給給付付費費  55,,994499,,449944

療養給付費 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

付金 ・療養給付費

○○ 0011療療養養費費  3355,,887788

療養費 △4,886 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

付金 ・療養費

○○ 0011診診療療報報酬酬明明細細書書審審査査支支払払手手数数料料 2200,,553399

審査支払手数料 △275 役務費 役務費

・手数料

計

（款）  2 保険給付費 （項）  2 高額療養費

○○ 0011高高額額療療養養費費  994488,,667700

高額療養費 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

付金 ・高額療養費

○○ 0011高高額額介介護護合合算算療療養養費費  11,,001188

高額介護合算療養 △87 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

費 付金 ・高額介護合算療養費

計

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　　分 金　　額

－ 224 －



－ 225 －

（款） 1 総務費 （項） 2 徴収費 （単位  千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

・電算委託料

賦課徴収費 使用料及び賃借料 ・コンビニ収納業務委託料

・納税コールセンター業務委託料

 使用料及び賃借料

負担金補助及び交 ・自動車借上料

付金 負担金補助及び交付金

・日本マルチペイメントネットワーク推進協議会負担

金

公課費 ・地方税共同機構負担金

 公課費

・自動車重量税

　　　計

（款） 1 総務費 （項） 3 運営協議会費

○○ 0011運運営営協協議議会会事事務務運運営営費費   339922

運営協議会費 報酬  報酬

・国保運営委員報酬

 役務費

役務費 ・通信運搬費

　　　計

（款） 2 保険給付費 （項） 1 療養諸費

○○ 0011療療養養給給付付費費   55,,994499,,449944

療養給付費 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

付金 ・療養給付費

○○ 0011療療養養費費   3355,,887788

療養費 △4,886 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

付金 ・療養費

○○ 0011診診療療報報酬酬明明細細書書審審査査支支払払手手数数料料   2200,,553399

審査支払手数料 △275 役務費  役務費

・手数料

　　　計

（款） 2 保険給付費 （項） 2 高額療養費

○○ 0011高高額額療療養養費費   994488,,667700

高額療養費 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

付金 ・高額療養費

○○ 0011高高額額介介護護合合算算療療養養費費   11,,001188

高額介護合算療養 △87 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

費 付金 ・高額介護合算療養費

　　　計

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説 明特　　定　　財　　源
区 分 金　　額

－ 225 －



－ 226 －

（款）  2 保険給付費 （項）  3 移送費 （単位 千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011移移送送費費  8800

移送費 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

付金 ・移送費

計

（款）  2 保険給付費 （項）  4 出産育児諸費

○○ 0011出出産産育育児児一一時時金金  1199,,550000

出産育児一時金 △2,500 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

付金 ・出産育児一時金

○○ 0011出出産産育育児児一一時時金金審審査査支支払払手手数数料料 99

審査支払手数料 △1 役務費 役務費

・手数料

計 △2,501

（款）  2 保険給付費 （項）  5 葬祭諸費

○○ 0011葬葬祭祭費費  88,,000000

葬祭費 △750 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

付金 ・葬祭費

計 △750

（款）  2 保険給付費 （項） △ 傷病手当諸費

△ 傷病手当金 △1

計 △1

（款）  3 国民健康保険事業費納付金 （項）  1 医療給付費分

○○ 0011医医療療給給付付費費分分事事業業費費納納付付金金 11,,553399,,551122

医療給付費分 △59,828 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

付金 ・医療給付費分事業費納付金

計 △59,828

（款）  3 国民健康保険事業費納付金 （項）  2 後期高齢者支援金等分

○○ 0011後後期期高高齢齢者者支支援援金金等等分分事事業業費費納納付付金金 556688,,442244

後期高齢者支援金 △15,325 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

等分 付金 ・後期高齢者支援金等分事業費納付金

計 △15,325

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　　分 金　　額

－ 226 －



－ 227 －

（款） 2 保険給付費 （項） 3 移送費 （単位  千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011移移送送費費   8800

移送費 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

付金 ・移送費

　　　計

（款） 2 保険給付費 （項） 4 出産育児諸費

○○ 0011出出産産育育児児一一時時金金   1199,,550000

出産育児一時金 △2,500 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

付金 ・出産育児一時金

○○ 0011出出産産育育児児一一時時金金審審査査支支払払手手数数料料   99

審査支払手数料 △1 役務費  役務費

・手数料

　　　計 △2,501 

（款） 2 保険給付費 （項） 5 葬祭諸費

○○ 0011葬葬祭祭費費   88,,000000

葬祭費 △750 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

付金 ・葬祭費

　　　計 △750 

（款） 2 保険給付費 （項） △ 傷病手当諸費

△ 傷病手当金 △1 

　　　計 △1 

（款） 3 国民健康保険事業費納付金 （項） 1 医療給付費分

○○ 0011医医療療給給付付費費分分事事業業費費納納付付金金   11,,553399,,551122

医療給付費分 △59,828 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

付金 ・医療給付費分事業費納付金

　　　計 △59,828 

（款） 3 国民健康保険事業費納付金 （項） 2 後期高齢者支援金等分

○○ 0011後後期期高高齢齢者者支支援援金金等等分分事事業業費費納納付付金金   556688,,442244

後期高齢者支援金 △15,325 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

等分 付金 ・後期高齢者支援金等分事業費納付金

　　　計 △15,325 

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説 明特　　定　　財　　源
区 分 金　　額

－ 227 －



－ 228 －

（款）  3 国民健康保険事業費納付金 （項）  3 介護納付金分 （単位 千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011介介護護納納付付金金分分事事業業費費納納付付金金 220011,,004433

介護納付金分 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

付金 ・介護納付金分事業費納付金

計

（款）  3 国民健康保険事業費納付金 （項）  4 子ども・子育て支援納付金分

○○ 0011子子どどもも・・子子育育てて支支援援納納付付金金分分事事業業費費納納付付金金  5577,,335522

子ども・子育て支 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

援納付金分 付金 ・子ども・子育て支援納付金分事業費納付金

計

（款）  4 保健事業費 （項）  1 保健事業費

○○ 0011保保健健事事業業 5522,,337799

保健衛生普及費 需用費 需用費

・消耗品費

・燃料費

役務費 ・印刷製本費

・修繕料

役務費

委託料 ・保険料

負担金補助及び交付金

・はりきゅうマッサージ等利用助成金

負担金補助及び交 ・短期人間ドック助成金

付金 ・脳ドック助成金

公課費

・自動車重量税

貸付金 ○○ 0022医医療療費費適適正正化化対対策策費費  77,,117799

需用費

・消耗品費

公課費 ・印刷製本費

役務費

・通信運搬費

・手数料

委託料

・第三者行為求償事務委託料

・診療（調剤）報酬明細書等内容点検業務委託料

・柔道整復施術療養費支給申請書点検業務委託料

○○ 0033高高額額療療養養費費資資金金貸貸付付費費 330000

貸付金

・高額療養費資金貸付金

計

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　　分 金　　額

－ 228 －



－ 229 －

（款） 3 国民健康保険事業費納付金 （項） 3 介護納付金分 （単位  千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011介介護護納納付付金金分分事事業業費費納納付付金金   220011,,004433

介護納付金分 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

付金 ・介護納付金分事業費納付金

　　　計

（款） 3 国民健康保険事業費納付金 （項） 4 子ども・子育て支援納付金分

○○ 0011子子どどもも・・子子育育てて支支援援納納付付金金分分事事業業費費納納付付金金   5577,,335522

子ども・子育て支 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

援納付金分 付金 ・子ども・子育て支援納付金分事業費納付金

　　　計

（款） 4 保健事業費 （項） 1 保健事業費

○○ 0011保保健健事事業業   5522,,337799

保健衛生普及費 需用費  需用費

・消耗品費

・燃料費

役務費 ・印刷製本費

・修繕料

 役務費

委託料 ・保険料

 負担金補助及び交付金

・はりきゅうマッサージ等利用助成金

負担金補助及び交 ・短期人間ドック助成金

付金 ・脳ドック助成金

 公課費

・自動車重量税

貸付金 ○○ 0022医医療療費費適適正正化化対対策策費費   77,,117799

 需用費

・消耗品費

公課費 ・印刷製本費

 役務費

・通信運搬費

・手数料

 委託料

・第三者行為求償事務委託料

・診療（調剤）報酬明細書等内容点検業務委託料

・柔道整復施術療養費支給申請書点検業務委託料

○○ 0033高高額額療療養養費費資資金金貸貸付付費費   330000

 貸付金

・高額療養費資金貸付金

　　　計

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説 明特　　定　　財　　源
区 分 金　　額

－ 229 －



－ 230 －

（款）  4 保健事業費 （項）  2 特定健康診査等事業費 （単位 千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011特特定定健健康康診診査査事事業業 8800,,227700

特定健康診査等事 報酬 報酬

業費 ・会計年度任用職員報酬

報償費

報償費 ・保健師謝礼

・看護師謝礼

・報償品

旅費 旅費

・費用弁償

需用費

需用費 ・消耗品費

・印刷製本費

・医薬材料費

役務費 役務費

・通信運搬費

・手数料

委託料 委託料

・健康診査委託料

・特定健診未受診者対策事業委託料

使用料及び賃借料 使用料及び賃借料

・健診データ管理等システム借上料

備品購入費

備品購入費 ・健診用備品購入費

○○ 0022保保健健指指導導事事業業 99,,998811

報償費

・保健師謝礼

・栄養士謝礼

需用費

・消耗品費

役務費

・通信運搬費

・手数料

委託料

・保健指導委託料

・糖尿病性腎症重症化予防事業検査委託料

使用料及び賃借料

・保健指導支援システム借上料

計

（款）  5 基金積立金 （項）  1 基金積立金

○○ 0011財財政政調調整整基基金金積積立立金金  33,,775555

財政調整基金積立 積立金 積立金

金 ・財政調整基金積立金

計

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　　分 金　　額

－ 230 －



－ 231 －

（款） 4 保健事業費 （項） 2 特定健康診査等事業費 （単位  千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011特特定定健健康康診診査査事事業業   8800,,227700

特定健康診査等事 報酬  報酬

業費 ・会計年度任用職員報酬

 報償費

報償費 ・保健師謝礼

・看護師謝礼

・報償品

旅費  旅費

・費用弁償

 需用費

需用費 ・消耗品費

・印刷製本費

・医薬材料費

役務費  役務費

・通信運搬費

・手数料

委託料  委託料

・健康診査委託料

・特定健診未受診者対策事業委託料

使用料及び賃借料  使用料及び賃借料

・健診データ管理等システム借上料

 備品購入費

備品購入費 ・健診用備品購入費

○○ 0022保保健健指指導導事事業業   99,,998811

 報償費

・保健師謝礼

・栄養士謝礼

 需用費

・消耗品費

 役務費

・通信運搬費

・手数料

 委託料

・保健指導委託料

・糖尿病性腎症重症化予防事業検査委託料

 使用料及び賃借料

・保健指導支援システム借上料

　　　計

（款） 5 基金積立金 （項） 1 基金積立金

○○ 0011財財政政調調整整基基金金積積立立金金   33,,775555

財政調整基金積立 積立金  積立金

金 ・財政調整基金積立金

　　　計

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説 明特　　定　　財　　源
区 分 金　　額

－ 231 －



－ 232 －

（款）  6 公債費 （項）  1 公債費 （単位 千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011借借入入金金利利子子償償還還金金 11

利子 償還金利子及び割 償還金利子及び割引料

引料 ・一時借入金利子

計

（款）  7 諸支出金 （項）  1 償還金及び還付加算金

○○ 0011保保険険税税還還付付金金 88,,113366

保険税還付金 △38 償還金利子及び割 償還金利子及び割引料

引料 ・保険税過誤納還付金

○○ 0011保保険険給給付付費費等等交交付付金金償償還還金金 11

保険給付費等交付 償還金利子及び割 償還金利子及び割引料

金償還金 引料 ・保険給付費等交付金償還金

○○ 0011そそのの他他償償還還金金 22

その他償還金 償還金利子及び割 償還金利子及び割引料

引料 ・指定公費償還金

計 △38

（款）  7 諸支出金 （項）  2 延滞金

○○ 0011延延滞滞金金  11

延滞金 償還金利子及び割 償還金利子及び割引料

引料 ・延滞金

計

（款）  8 予備費 （項）  1 予備費

予備費

計

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　　分 金　　額

－ 232 －



－ 233 －

（款） 6 公債費 （項） 1 公債費 （単位  千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011借借入入金金利利子子償償還還金金   11

利子 償還金利子及び割  償還金利子及び割引料

引料 ・一時借入金利子

　　　計

（款） 7 諸支出金 （項） 1 償還金及び還付加算金

○○ 0011保保険険税税還還付付金金   88,,113366

保険税還付金 △38 償還金利子及び割  償還金利子及び割引料

引料 ・保険税過誤納還付金

○○ 0011保保険険給給付付費費等等交交付付金金償償還還金金   11

保険給付費等交付 償還金利子及び割  償還金利子及び割引料

金償還金 引料 ・保険給付費等交付金償還金

○○ 0011そそのの他他償償還還金金   22

その他償還金 償還金利子及び割  償還金利子及び割引料

引料 ・指定公費償還金

　　　計 △38 

（款） 7 諸支出金 （項） 2 延滞金

○○ 0011延延滞滞金金   11

延滞金 償還金利子及び割  償還金利子及び割引料

引料 ・延滞金

　　　計

（款） 8 予備費 （項） 1 予備費

予備費

　　　計

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説 明特　　定　　財　　源
区 分 金　　額

－ 233 －



－ 234 －

　１　特別職

（人）

報　　酬 給　　料  期末手当 退職手当 負担金 その他手当等 計

（千円） （千円）

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（年間支給率 ・月分）

その他の特別職

計

その他の特別職

計

その他の特別職

計

議　　員

長　　等

前年度

比　較

長　　等

議　　員

合　　計 備　　考

本年度

長　　等

議　　員

給 与 費 明　　　　　細　　　　　書

区 分 職　員　数

給 与 　　　　　　　費

共　済　費

－235－

－ 234 －



－ 235 －

　１　特別職

（人）

報　　酬 給　　料 期末手当 退職手当 負担金 その他手当等 計

（千円） （千円）

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（年間支給率 ・月分）

その他の特別職

計

その他の特別職

計

その他の特別職

計

議　　員

長　　等

前年度

比　較

長　　等

議　　員

合　　計 備　　考

本年度

長　　等

議　　員

給　　　　　与　　　　　費 明 細 書

区　　　分 職　員　数

給　　　　　　　　　　与 費

共　済　費

－234－

－ 235 －



－ 236 －

　２　一般職

（１）総　括

本年度

前年度

比　較

（千円） （千円）

備　　　考

一般職　　　　　　　　12人
会計年度任用職員等　 　2人

一般職　　　　　　　　12人
会計年度任用職員等　 　3人

児童手当 退職手当負担金

共　済　費
（千円）

期末勤勉手当 時間外勤務手当

△267

（千円） （千円）
住居手当 管理職員特別

勤務手当　　

職員手当
等の内訳

扶養手当 管理職手当 地域手当 通勤手当
（千円） （千円） （千円）（千円）

区　分

（千円）
（千円）

給 与 　　費

計
（千円）（千円）

（千円）
特殊勤務手当

区 分

本　年　度

前　年　度

比 較

職　員　数
（人）

給　　料

△1

報　　酬
（千円）

△2,214

合　　計
（千円）

職員手当等
（千円）

－237－
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－ 237 －

　２　一般職

　（１）総　括

本年度

前年度

比　較

（千円） （千円）

備 考

一般職 12人
会計年度任用職員等　 　2人

一般職 12人
会計年度任用職員等　 　3人

児童手当 退職手当負担金

共　済　費
（千円）

期末勤勉手当 時間外勤務手当

△267

（千円） （千円）
住居手当 管理職員特別

勤務手当　　

職員手当
等の内訳

扶養手当 管理職手当 地域手当 通勤手当
（千円） （千円） （千円）（千円）

区　分

（千円）
（千円）

給　　　　　　　　　　与 　　費

計
（千円）（千円）

（千円）
特殊勤務手当

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

職　員　数
（人）

給　　料

△1

報　　酬
（千円）

△2,214

合　　計
（千円）

職員手当等
（千円）

－236－
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－ 238 －

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増　減　額
（千円）

給　料 給与改定に伴う増減分 給与改定の状況

前年度給料の改定

　給料表の改定 平均3.3％

　給料改定実施時期 令和7年4月

昇給に伴う増加分 平均昇給率 1.78％

昇給期 令和9年1月

職員数 10人

その他の増減分 職員の変動に伴う 職員の異動状況（人）

増減分

　本年度

　前年度

　増　減

職員手当等 制度改正に伴う増減分 期末勤勉手当支給率改定分 期末手当支給率 2.5月分　→　2.525月分

勤勉手当支給率 2.1月分　→　2.125月分

地域手当

その他の増減分 扶養手当 職員の異動による増減分

管理職手当

地域手当

通勤手当

住居手当 △267

特殊勤務手当

管理職員特別勤務手当

期末勤勉手当 △42

時間外勤務手当

児童手当

退職手当負担金

会計年度任用職員
（フルタイム)等

増　減　事　由　別　内　訳
（千円）

説　　　　　明
（千円）

備　　　　考

(一般職) (計)

(一般職)
会計年度任用職員
（フルタイム)等

(計)

－239－
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－ 239 －

　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増　減　額
（千円）

給　料 給与改定に伴う増減分 給与改定の状況

前年度給料の改定

　給料表の改定 平均3.3％

　給料改定実施時期 令和7年4月

昇給に伴う増加分 平均昇給率 1.78％

昇給期 令和9年1月

職員数 10人

その他の増減分 職員の変動に伴う 職員の異動状況（人）

増減分

　本年度

　前年度

　増　減

職員手当等 制度改正に伴う増減分 期末勤勉手当支給率改定分 期末手当支給率 2.5月分　→　2.525月分

勤勉手当支給率 2.1月分　→　2.125月分

地域手当

その他の増減分 扶養手当 職員の異動による増減分

管理職手当

地域手当

通勤手当

住居手当 △267

特殊勤務手当

管理職員特別勤務手当

期末勤勉手当 △42

時間外勤務手当

児童手当

退職手当負担金

会計年度任用職員
（フルタイム)等

増　減　事　由　別　内　訳
（千円）

説 明
（千円）

備 考

(一般職) (計)

(一般職)
会計年度任用職員
（フルタイム)等

(計)

－238－

－ 239 －



－ 240 －

（３）給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当り給与 　　　イ　初　任　給

一般行政職 一般行政職

平均給料月額（円） 高校卒

平均給与月額（円） 大学卒

平 均 年 齢（歳） 高校卒

平均給料月額（円） 大学卒

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

区 分

令和８年
１月１日現在

令和７年
１月１日現在

茂原市の制度

国 の 制 度

区　　　　分

－241－

－ 240 －



－ 241 －

　（３）給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員１人当り給与 イ 初　任　給

一般行政職 一般行政職

平均給料月額（円） 高校卒

平均給与月額（円） 大学卒

平 均 年 齢（歳） 高校卒

平均給料月額（円） 大学卒

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

区　　　　分

令和８年
１月１日現在

令和７年
１月１日現在

茂原市の制度

国 の 制 度

区 分

－240－

－ 241 －



－ 242 －

ウ 級別職員数 　エ　昇給

技能労務職

級 構成比(％) 級 構成比(％)

１級 １級

２級 ２級

３級 ３級

４級 ４級

５級 ５級

６級 ６級

７級 ７級

８級 ８級

９級 ９級

計 計

１級 １級

２級 ２級

３級 ３級

４級 ４級

５級 ５級

６級 ６級

７級 ７級

８級 ８級

９級 ９級

計 計

（級別の基準となる職務）

区　分

一般行政職 主事補 主事 主事（困） 副主査

１級 ２級 ３級 ４級

職員数(人)

区　　分
技能労務職

令和７年
１月１日現在

令和８年
１月１日現在

一般行政職

職員数(人)

代表的な職種

５級

係長・主査

 号給数別内訳

 号給数別内訳

区　　　　分

 職　　 員 　　数（Ａ）　（人）

 昇給に係る職員数（Ｂ）　（人）

　１号給（人）

　２号給（人）

　３号給（人）

　４号給（人）

　５号給（人）

　６号給（人）

本

年

度

前

年

度

 比率（Ｂ）/（Ａ）　     （％）

 職　　 員 　　数（Ａ）　（人）

 昇給に係る職員数（Ｂ）　（人）

　１号給（人）

　２号給（人）

　３号給（人）

　４号給（人）

　５号給（人）

合　計

　６号給（人）

 比率（Ｂ）/（Ａ）     　（％）

６級 ７級

一般行政職

９級８級

－243－
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－ 243 －

　ウ　級別職員数 エ 昇給

技能労務職

級 構成比(％) 級 構成比(％)

１級 １級

２級 ２級

３級 ３級

４級 ４級

５級 ５級

６級 ６級

７級 ７級

８級 ８級

９級 ９級

計 計

１級 １級

２級 ２級

３級 ３級

４級 ４級

５級 ５級

６級 ６級

７級 ７級

８級 ８級

９級 ９級

計 計

（級別の基準となる職務）

区　分

一般行政職 主事補 主事 主事（困） 副主査

１級 ２級 ３級 ４級

職員数(人)

区　　分
技能労務職

令和７年
１月１日現在

令和８年
１月１日現在

一般行政職

職員数(人)

代表的な職種

５級

係長・主査

 号給数別内訳

 号給数別内訳

区 分

 職　　 員 　　数（Ａ）　（人）

 昇給に係る職員数（Ｂ）　（人）

　１号給（人）

　２号給（人）

　３号給（人）

　４号給（人）

　５号給（人）

　６号給（人）

本

年

度

前

年

度

 比率（Ｂ）/（Ａ） （％）

 職　　 員 　　数（Ａ）　（人）

 昇給に係る職員数（Ｂ）　（人）

　１号給（人）

　２号給（人）

　３号給（人）

　４号給（人）

　５号給（人）

合　計

　６号給（人）

 比率（Ｂ）/（Ａ） （％）

６級 ７級

一般行政職

９級８級

－242－
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－ 244 －

オ 期末手当・勤勉手当

本 年 度

前 年 度

国の制度

カ 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

最高限度

（月分）

支給率等

国の制度
（支給率等）

キ 地域手当 ク その他の手当

 支給率
（％）

 支給対象職員数
（人）

 国の指定基準に基
づく支給率（％）

一部独自

支給対象地域 茂原市全域

備　　考

在職期間に応じた調整額を加算

在職期間に応じた調整額を加算

区　　分 国の制度との異同 差異の内容

区　　分
25年勤続の者

その他の加算措置等
（月分）

区　　分

６月（月分）

支給率（月分）

（月分）

有

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　考

有

有

同じ

同じ

異なる

支給期別支給率

１２月（月分）

住居手当

通勤手当

20年勤続の者

（月分）

扶養手当

35年勤続の者

－245－
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　オ　期末手当・勤勉手当

本 年 度

前 年 度

国の制度

　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

最高限度

（月分）

支給率等

国の制度
（支給率等）

　キ　地域手当 　ク　その他の手当

支給率
（％）

支給対象職員数
（人）

国の指定基準に基
づく支給率（％）

一部独自

支給対象地域 茂原市全域

備　　考

在職期間に応じた調整額を加算

在職期間に応じた調整額を加算

区　　分 国の制度との異同 差異の内容

区　　分
25年勤続の者

その他の加算措置等
（月分）

区　　分

６月（月分）

支給率（月分）

（月分）

有

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　考

有

有

同じ

同じ

異なる

支給期別支給率

１２月（月分）

住居手当

通勤手当

20年勤続の者

（月分）

扶養手当

35年勤続の者

－244－
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令 和 ８ 年 度 茂 原 市 特 別 会 計 駐 車 場 事 業 費 予 算 
  





－ 247 －

議案第５号 

令和８年度茂原市特別会計駐車場事業費予算  

令和８年度茂原市の特別会計駐車場事業費予算は、次に定めるところによる。  

（歳入歳出予算）  

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４２，１６９千円と定める。  

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」によ

る。 

（一時借入金）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時

借入金の借入れの最高額は、３０，０００千円と定める。  

令和８年２月２５日提出 

茂原市長 市 原 淳 
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歳  入 （単位  千円）

金　額

財 産 収 入

財 産 運 用 収 入

繰 越 金

繰 越 金

諸 収 入

市 預 金 利 子

雑 入

歳 入 合 計

第第　　１１　　表表　　　　歳歳　　入入　　歳歳　　出出　　予予　　算算

款 項

－ 248 －
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歳  出 （単位  千円）

金　額

事 業 費

管 理 費

予 備 費

予 備 費

歳 出 合 計

款 項

－ 249 －
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予 算 に 関 す る 説 明 書 





－ 251 －

１．総  括

(歳  入) （単位  千円）

本年度予算額 前年度予算額 比  較

財 産 収 入

繰 越 金 △2,557

諸 収 入

　歳　　入　　合　　計 △2,557

歳歳  入入  歳歳  出出  予予  算算  事事  項項  別別  明明  細細  書書

款

－ 251 －
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(歳  出) （単位 千円）

国 県 支 出 金 地 方　 債 そ の　 他

事 業 費 △2,557

予 備 費

 歳　　出　　合　　計 △2,557

本　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　　　　　定　　　　　　財　　　　　　源
一 般 財 源

款 本年度予算額 前年度予算額 比  較

－ 252 －
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(歳 出) （単位  千円）

国 県 支 出 金 地 　方　  債 そ 　の　  他

事 業 費 △2,557 

予 備 費

歳　 出　 合　 計 △2,557 

本　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

特 定 財 源
一 般 財 源

款 本年度予算額 前年度予算額 比 較

－ 253 －
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２．歳  入

(款)  1 財産収入 (項)  1 財産運用収入 （単位 千円）

金　　額

財産貸付収入 行政財産貸付収入  ･ 駐車場床面貸付料

 計

(款)  2 繰越金 (項)  1 繰越金

繰越金 △2,557 前年度繰越金  ･ 前年度繰越金

 計 △2,557

(款)  3 諸収入 (項)  1 市預金利子

市預金利子 市預金利子  ･ 市預金利子

 計

(款)  3 諸収入 (項)  2 雑入

雑入 雑入  ･ 指定管理者納付金

 計

説　　　　　　　　　明
区　　　分

節
目

本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較
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２．歳 入

(款) 1 財産収入 (項) 1 財産運用収入 （単位  千円）

金　　額

財産貸付収入 行政財産貸付収入  ･ 駐車場床面貸付料

計

(款) 2 繰越金 (項) 1 繰越金

繰越金 △2,557 前年度繰越金  ･ 前年度繰越金

計 △2,557 

(款) 3 諸収入 (項) 1 市預金利子

市預金利子 市預金利子  ･ 市預金利子

計

(款) 3 諸収入 (項) 2 雑入

雑入 雑入  ･ 指定管理者納付金

計

説 明
区 分

節
目

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較

－ 255 －
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３．歳  出

（款）  1 事業費 （項）  1 管理費 （単位 千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011一一般般事事務務費費  22,,118899

一般管理費 公課費 公課費

・消費税

○○ 0011施施設設管管理理運運営営事事務務費費  3377,,998800

施設管理費 △2,571 需用費 需用費

・修繕料

役務費

役務費 ・手数料

・保険料

使用料及び賃借料

使用料及び賃借料 ・土地借上料

工事請負費

・駐車場施設補修工事

工事請負費 備品購入費

・駐車場管理用備品購入費

備品購入費

計 △2,557

（款）  2 予備費 （項）  1 予備費

予備費

計

説　　　　　　　　　明

節

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額 区　　　分 金　　額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源

－ 256 －



－ 257 －

３．歳 出

（款） 1 事業費 （項） 1 管理費 （単位  千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011一一般般事事務務費費   22,,118899

一般管理費 公課費  公課費

・消費税

○○ 0011施施設設管管理理運運営営事事務務費費   3377,,998800

施設管理費 △2,571 需用費  需用費

・修繕料

 役務費

役務費 ・手数料

・保険料

 使用料及び賃借料

使用料及び賃借料 ・土地借上料

工事請負費

・駐車場施設補修工事

工事請負費  備品購入費

・駐車場管理用備品購入費

備品購入費

　　　計 △2,557 

（款） 2 予備費 （項） 1 予備費

予備費

　　　計

説 明

節

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額 区 分 金　　額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
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令和８年度茂原市特別会計介護保険事業費予算 
  





－ 259 －

議案第６号 

令和８年度茂原市特別会計介護保険事業費予算  

令和８年度茂原市の特別会計介護保険事業費予算は、次に定めるところによる。  

（歳入歳出予算）  

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９，２１９，１１３千円と定める。  

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」によ

る。 

（歳出予算の流用）  

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定により

歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  

（１）各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合に

おける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用  

（２）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内での

これらの経費の各項の間の流用  

令和８年２月２５日提出 

茂原市長 市 原 淳 
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歳  入 （単位  千円）

金　額

介 護 保 険 料

介 護 保 険 料

使 用 料 及 び 手 数 料

手 数 料

国 庫 支 出 金

国 庫 負 担 金

国 庫 補 助 金

支 払 基 金 交 付 金

支 払 基 金 交 付 金

県 支 出 金

県 負 担 金

県 補 助 金

財 産 収 入

財 産 運 用 収 入

寄 附 金

寄 附 金

繰 入 金

一 般 会 計 繰 入 金

基 金 繰 入 金

繰 越 金

繰 越 金

諸 収 入

延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料

市 預 金 利 子

雑 入

歳 入 合 計

第第　　１１　　表表　　　　歳歳　　入入　　歳歳　　出出　　予予　　算算

款 項
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歳  出 （単位  千円）

金　額

総 務 費

総 務 管 理 費

徴 収 費

介 護 認 定 審 査 会 費

認 定 調 査 費

保 険 給 付 費

介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費

高額医療合算介護サービス費

特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 費

そ の 他 諸 費

地 域 支 援 事 業 費

介 護 予 防 ・ 生 活 支 援

サ ー ビ ス 事 業 費

包括的支援事業・任意事業費

一 般 介 護 予 防 事 業 費

基 金 積 立 金

基 金 積 立 金

諸 支 出 金

償 還 金

予 備 費

予 備 費

歳 出 合 計

款 項
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予 算 に 関 す る 説 明 書 





－ 263 －

１．総  括

(歳  入) （単位  千円）

本年度予算額 前年度予算額 比  較

介 護 保 険 料

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

支 払 基 金 交 付 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

　歳　　入　　合　　計

歳歳  入入  歳歳  出出  予予  算算  事事  項項  別別  明明  細細  書書

款

－ 263 －



－ 264 －

(歳  出) （単位 千円）

国 県 支 出 金 地 方　 債 そ の　 他

総 務 費

保 険 給 付 費

地 域 支 援 事 業 費 △6,977

基 金 積 立 金

諸 支 出 金

予 備 費

 歳　　出　　合　　計

本　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　　　　　定　　　　　　財　　　　　　源
一 般 財 源

款 本年度予算額 前年度予算額 比  較
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－ 265 －

(歳 出) （単位  千円）

国 県 支 出 金 地 　方　  債 そ 　の　  他

総 務 費

保 険 給 付 費

地 域 支 援 事 業 費 △6,977 

基 金 積 立 金

諸 支 出 金

予 備 費

歳　 出　 合　 計

本　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

特 定 財 源
一 般 財 源

款 本年度予算額 前年度予算額 比 較

－ 265 －
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２．歳  入

(款)  1 介護保険料 (項)  1 介護保険料 （単位 千円）

金　　額

第１号被保険者保険料 現年度分  ･ 現年度分

滞納繰越分  ･ 滞納繰越分

 計

(款)  2 使用料及び手数料 (項)  1 手数料

総務手数料 総務手数料  ･ 証明手数料

 計

(款)  3 国庫支出金 (項)  1 国庫負担金

介護給付費負担金 現年度分  ･ 現年度分

過年度分  ･ 過年度分

 計

(款)  3 国庫支出金 (項)  2 国庫補助金

調整交付金 現年度分調整交付  ･ 現年度分調整交付金

金

地域支援事業交付金（介護予防 △2,143 現年度分  ･ 現年度分

・日常生活支援総合事業）

過年度分  ･ 過年度分

地域支援事業交付金（介護予防 現年度分  ･ 現年度分

・日常生活支援総合事業以外の

地域支援事業） 過年度分  ･ 過年度分

介護保険事業費補助金 介護保険事業費補  ･ 介護保険事業費補助金

助金

保険者機能強化推進交付金 保険者機能強化推  ･ 保険者機能強化推進交付金

進交付金

介護保険保険者努力支援交付金 介護保険保険者努  ･ 介護保険保険者努力支援交付金

力支援交付金

 計

(款)  4 支払基金交付金 (項)  1 支払基金交付金

介護給付費交付金 現年度分  ･ 現年度分

過年度分  ･ 過年度分

説　　　　　　　　　明
区　　　分

節
目

本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較
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２．歳 入

(款) 1 介護保険料 (項) 1 介護保険料 （単位  千円）

金　　額

第１号被保険者保険料 現年度分  ･ 現年度分

滞納繰越分  ･ 滞納繰越分

計

(款) 2 使用料及び手数料 (項) 1 手数料

総務手数料 総務手数料  ･ 証明手数料

計

(款) 3 国庫支出金 (項) 1 国庫負担金

介護給付費負担金 現年度分  ･ 現年度分

過年度分  ･ 過年度分

計

(款) 3 国庫支出金 (項) 2 国庫補助金

調整交付金 現年度分調整交付  ･ 現年度分調整交付金

金

地域支援事業交付金（介護予防 △2,143 現年度分  ･ 現年度分

・日常生活支援総合事業）

過年度分  ･ 過年度分

地域支援事業交付金（介護予防 現年度分  ･ 現年度分

・日常生活支援総合事業以外の

地域支援事業） 過年度分  ･ 過年度分

介護保険事業費補助金 介護保険事業費補  ･ 介護保険事業費補助金

助金

保険者機能強化推進交付金 保険者機能強化推  ･ 保険者機能強化推進交付金

進交付金

介護保険保険者努力支援交付金 介護保険保険者努  ･ 介護保険保険者努力支援交付金

力支援交付金

計

(款) 4 支払基金交付金 (項) 1 支払基金交付金

介護給付費交付金 現年度分  ･ 現年度分

過年度分  ･ 過年度分

説 明
区 分

節
目

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較
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(款)  4 支払基金交付金 (項)  1 支払基金交付金 （単位 千円）

金　　額

地域支援事業支援交付金 △2,894 現年度分  ･ 現年度分

過年度分  ･ 過年度分

 計

(款)  5 県支出金 (項)  1 県負担金

介護給付費負担金 現年度分  ･ 現年度分

過年度分  ･ 過年度分

 計

(款)  5 県支出金 (項)  2 県補助金

地域支援事業交付金（介護予防 △1,340 現年度分  ･ 現年度分

・日常生活支援総合事業）

過年度分  ･ 過年度分

地域支援事業交付金（介護予防 現年度分  ･ 現年度分

・日常生活支援総合事業以外の

地域支援事業） 過年度分  ･ 過年度分

 計 △503

(款)  6 財産収入 (項)  1 財産運用収入

利子及び配当金 市預金利子  ･ 市預金利子

 計

(款)  7 寄附金 (項)  1 寄附金

一般寄附金 一般寄附金  ･ 一般寄附金

 計

(款)  8 繰入金 (項)  1 一般会計繰入金

介護給付費繰入金 現年度分  ･ 現年度分

過年度分  ･ 過年度分

地域支援事業繰入金（介護予防 △1,340 現年度分  ･ 現年度分

・日常生活支援総合事業）

過年度分  ･ 過年度分

説　　　　　　　　　明
区　　　分

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較
節

－ 268 －



－ 269 －

(款) 4 支払基金交付金 (項) 1 支払基金交付金 （単位  千円）

金　　額

地域支援事業支援交付金 △2,894 現年度分  ･ 現年度分

過年度分  ･ 過年度分

計

(款) 5 県支出金 (項) 1 県負担金

介護給付費負担金 現年度分  ･ 現年度分

過年度分  ･ 過年度分

計

(款) 5 県支出金 (項) 2 県補助金

地域支援事業交付金（介護予防 △1,340 現年度分  ･ 現年度分

・日常生活支援総合事業）

過年度分  ･ 過年度分

地域支援事業交付金（介護予防 現年度分  ･ 現年度分

・日常生活支援総合事業以外の

地域支援事業） 過年度分  ･ 過年度分

計 △503 

(款) 6 財産収入 (項) 1 財産運用収入

利子及び配当金 市預金利子  ･ 市預金利子

計

(款) 7 寄附金 (項) 1 寄附金

一般寄附金 一般寄附金  ･ 一般寄附金

計

(款) 8 繰入金 (項) 1 一般会計繰入金

介護給付費繰入金 現年度分  ･ 現年度分

過年度分  ･ 過年度分

地域支援事業繰入金（介護予防 △1,340 現年度分  ･ 現年度分

・日常生活支援総合事業）

過年度分  ･ 過年度分

説 明
区 分

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較
節

－ 269 －



－ 270 －

(款)  8 繰入金 (項)  1 一般会計繰入金 （単位 千円）

金　　額

地域支援事業繰入金（介護予防 現年度分  ･ 現年度分

・日常生活支援総合事業以外の

地域支援事業） 過年度分  ･ 過年度分

運営費繰入金 △33,768 現年度分  ･ 現年度分

過年度分  ･ 過年度分

介護保険料軽減費繰入金 △2,324 介護保険料軽減費  ･ 介護保険料軽減費繰入金

繰入金

 計

(款)  8 繰入金 (項)  2 基金繰入金

給付費準備基金繰入金 給付費準備基金  ･ 介護給付費準備基金繰入金

 計

(款)  9 繰越金 (項)  1 繰越金

繰越金 繰越金  ･ 前年度繰越金

 計

(款) 10 諸収入 (項)  1 延滞金、加算金及び過料

第１号被保険者延滞金 第１号被保険者延  ･ 第１号被保険者延滞金

滞金

加算金 加算金  ･ 加算金

過料 過料  ･ 過料

 計

(款) 10 諸収入 (項)  2 市預金利子

市預金利子 市預金利子  ･ 市預金利子

 計

(款) 10 諸収入 (項)  3 雑入

第三者納付金 第三者納付金  ･ 第三者納付金

返納金 返納金  ･ 返納金

雑入 雑入  ･ 成年後見制度申立費用求償収入

 計

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分

－ 270 －



－ 271 －

(款) 8 繰入金 (項) 1 一般会計繰入金 （単位  千円）

金　　額

地域支援事業繰入金（介護予防 現年度分  ･ 現年度分

・日常生活支援総合事業以外の

地域支援事業） 過年度分  ･ 過年度分

運営費繰入金 △33,768 現年度分  ･ 現年度分

過年度分  ･ 過年度分

介護保険料軽減費繰入金 △2,324 介護保険料軽減費  ･ 介護保険料軽減費繰入金

繰入金

計

(款) 8 繰入金 (項) 2 基金繰入金

給付費準備基金繰入金 給付費準備基金  ･ 介護給付費準備基金繰入金

計

(款) 9 繰越金 (項) 1 繰越金

繰越金 繰越金  ･ 前年度繰越金

計

(款) 10 諸収入 (項) 1 延滞金、加算金及び過料

第１号被保険者延滞金 第１号被保険者延  ･ 第１号被保険者延滞金

滞金

加算金 加算金  ･ 加算金

過料 過料  ･ 過料

計

(款) 10 諸収入 (項) 2 市預金利子

市預金利子 市預金利子  ･ 市預金利子

計

(款) 10 諸収入 (項) 3 雑入

第三者納付金 第三者納付金  ･ 第三者納付金

返納金 返納金  ･ 返納金

雑入 雑入  ･ 成年後見制度申立費用求償収入

計

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較
節

説 明
区 分

－ 271 －



－ 272 －

３．歳  出

（款）  1 総務費 （項）  1 総務管理費 （単位 千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011一一般般職職人人件件費費 116677,,663333

一般管理費 報酬 報酬

・会計年度任用職員報酬

給料

給料 ・一般職給料

職員手当等

共済費

職員手当等 旅費

・費用弁償

○○ 0022介介護護保保険険運運営営協協議議会会  228822

共済費 報酬

・介護保険運営協議会委員報酬

○○ 0033被被保保険険者者資資格格管管理理 332233

旅費 需用費

・消耗品費

役務費

需用費 ・通信運搬費

○○ 0044介介護護保保険険電電算算シシスステテムム事事業業 2266,,880099

委託料

役務費 ・電算委託料

○○ 0055介介護護保保険険運運営営事事務務 99,,668844

需用費

委託料 ・消耗品費

・印刷製本費

役務費

使用料及び賃借料 ・通信運搬費

・手数料

委託料

・高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定委託料

・介護保険指定管理システム委託料

使用料及び賃借料

・介護保険検索システム利用料

計

（款）  1 総務費 （項）  2 徴収費

○○ 0011賦賦課課徴徴収収事事務務 77,,333377

賦課徴収費 △34 需用費 需用費

・消耗品費

・印刷製本費

役務費 役務費

・通信運搬費

・手数料

委託料 委託料

・口座振替業務委託料

・コンビニ収納業務委託料

・公金収納センターサービス業務委託料

説　　　　　　　　　明

節

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額 区　　　分 金　　額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源

－ 272 －



－ 273 －

３．歳 出

（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位  千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011一一般般職職人人件件費費   116677,,663333

一般管理費 報酬  報酬

・会計年度任用職員報酬

 給料

給料 ・一般職給料

 職員手当等

 共済費

職員手当等  旅費

・費用弁償

○○ 0022介介護護保保険険運運営営協協議議会会   228822

共済費  報酬

・介護保険運営協議会委員報酬

○○ 0033被被保保険険者者資資格格管管理理   332233

旅費  需用費

・消耗品費

 役務費

需用費 ・通信運搬費

○○ 0044介介護護保保険険電電算算シシスステテムム事事業業   2266,,880099

 委託料

役務費 ・電算委託料

○○ 0055介介護護保保険険運運営営事事務務   99,,668844

 需用費

委託料 ・消耗品費

・印刷製本費

 役務費

使用料及び賃借料 ・通信運搬費

・手数料

 委託料

・高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定委託料

・介護保険指定管理システム委託料

 使用料及び賃借料

・介護保険検索システム利用料

　　　計

（款） 1 総務費 （項） 2 徴収費

○○ 0011賦賦課課徴徴収収事事務務   77,,333377

賦課徴収費 △34 需用費  需用費

・消耗品費

・印刷製本費

役務費  役務費

・通信運搬費

・手数料

委託料  委託料

・口座振替業務委託料

・コンビニ収納業務委託料

・公金収納センターサービス業務委託料

説 明

節

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額 区 分 金　　額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源

－ 273 －



－ 274 －

（款）  1 総務費 （項）  2 徴収費 （単位 千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

・納税コールセンター業務委託料

賦課徴収費

計 △34

（款）  1 総務費 （項）  3 介護認定審査会費

○○ 0011要要介介護護認認定定審審査査事事務務  2211,,337733

介護認定審査会費 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

付金 ・長生郡市広域市町村圏組合介護認定審査会負担金

計

（款）  1 総務費 （項）  4 認定調査費

○○ 0011訪訪問問調調査査事事業業 33,,119999

認定調査費 △3,477 需用費 需用費

・消耗品費

・燃料費

役務費 ・印刷製本費

・修繕料

役務費

委託料 ・通信運搬費

・保険料

委託料

使用料及び賃借料 ・訪問調査一部委託料

使用料及び賃借料

・通行料及び駐車料

公課費 公課費

・自動車重量税

○○ 0022認認定定事事業業 2255,,778877

需用費

・消耗品費

・印刷製本費

役務費

・通信運搬費

・手数料

計 △3,477

（款）  2 保険給付費 （項）  1 介護サービス等諸費

○○ 0011居居宅宅介介護護ササーービビスス給給付付事事業業 33,,663377,,005544

居宅介護サービス 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

給付費 付金 ・居宅介護サービス給付費

○○ 0011介介護護予予防防ササーービビスス給給付付事事業業 111122,,009999

介護予防サービス 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

給付費 付金 ・介護予防サービス給付費

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　　分 金　　額

－ 274 －



－ 275 －

（款） 1 総務費 （項） 2 徴収費 （単位  千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

・納税コールセンター業務委託料

賦課徴収費

　　　計 △34 

（款） 1 総務費 （項） 3 介護認定審査会費

○○ 0011要要介介護護認認定定審審査査事事務務   2211,,337733

介護認定審査会費 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

付金 ・長生郡市広域市町村圏組合介護認定審査会負担金

　　　計

（款） 1 総務費 （項） 4 認定調査費

○○ 0011訪訪問問調調査査事事業業   33,,119999

認定調査費 △3,477 需用費  需用費

・消耗品費

・燃料費

役務費 ・印刷製本費

・修繕料

 役務費

委託料 ・通信運搬費

・保険料

 委託料

使用料及び賃借料 ・訪問調査一部委託料

 使用料及び賃借料

・通行料及び駐車料

公課費  公課費

・自動車重量税

○○ 0022認認定定事事業業   2255,,778877

 需用費

・消耗品費

・印刷製本費

 役務費

・通信運搬費

・手数料

　　　計 △3,477 

（款） 2 保険給付費 （項） 1 介護サービス等諸費

○○ 0011居居宅宅介介護護ササーービビスス給給付付事事業業   33,,663377,,005544

居宅介護サービス 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

給付費 付金 ・居宅介護サービス給付費

○○ 0011介介護護予予防防ササーービビスス給給付付事事業業   111122,,009999

介護予防サービス 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

給付費 付金 ・介護予防サービス給付費

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説 明特　　定　　財　　源
区 分 金　　額

－ 275 －



－ 276 －

（款）  2 保険給付費 （項）  1 介護サービス等諸費 （単位 千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011地地域域密密着着型型介介護護ササーービビスス給給付付事事業業  11,,441199,,004477

地域密着型介護サ 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

ービス給付費 付金 ・地域密着型介護サービス給付費

○○ 0011施施設設介介護護ササーービビスス給給付付事事業業 22,,440055,,444411

施設介護サービス △29,092 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

給付費 付金 ・施設介護サービス給付費

○○ 0011福福祉祉用用具具購購入入費費給給付付事事業業  1166,,889900

福祉用具購入費 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

付金 ・福祉用具購入費

○○ 0011住住宅宅改改修修費費給給付付事事業業  3322,,664433

住宅改修費 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

付金 ・住宅改修費

○○ 0011居居宅宅介介護護ササーービビスス計計画画給給付付事事業業 447788,,778800

居宅介護サービス 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

計画給付費 付金 ・居宅介護サービス計画給付費

○○ 0011介介護護予予防防ササーービビスス計計画画給給付付事事業業 2266,,667711

介護予防サービス 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

計画給付費 付金 ・介護予防サービス計画給付費

計

（款）  2 保険給付費 （項）  2 高額介護サービス費

○○ 0011高高額額介介護護ササーービビスス費費給給付付事事業業  221199,,118877

高額介護サービス 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

費 付金 ・高額介護サービス費給付費

計

（款）  2 保険給付費 （項）  3 高額医療合算介護サービス費

○○ 0011高高額額医医療療合合算算介介護護ササーービビスス費費給給付付事事業業  3300,,006699

高額医療合算介護 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

サービス費 付金 ・高額医療合算介護サービス費給付費

計

（款）  2 保険給付費 （項）  4 特定入所者介護サービス費

○○ 0011特特定定入入所所者者介介護護ササーービビスス費費給給付付事事業業 116644,,668888

特定入所者介護サ 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

ービス費 付金 ・特定入所者介護サービス費給付費

計

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　　分 金　　額

－ 276 －



－ 277 －

（款） 2 保険給付費 （項） 1 介護サービス等諸費 （単位  千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011地地域域密密着着型型介介護護ササーービビスス給給付付事事業業   11,,441199,,004477

地域密着型介護サ 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

ービス給付費 付金 ・地域密着型介護サービス給付費

○○ 0011施施設設介介護護ササーービビスス給給付付事事業業   22,,440055,,444411

施設介護サービス △29,092 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

給付費 付金 ・施設介護サービス給付費

○○ 0011福福祉祉用用具具購購入入費費給給付付事事業業   1166,,889900

福祉用具購入費 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

付金 ・福祉用具購入費

○○ 0011住住宅宅改改修修費費給給付付事事業業   3322,,664433

住宅改修費 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

付金 ・住宅改修費

○○ 0011居居宅宅介介護護ササーービビスス計計画画給給付付事事業業   447788,,778800

居宅介護サービス 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

計画給付費 付金 ・居宅介護サービス計画給付費

○○ 0011介介護護予予防防ササーービビスス計計画画給給付付事事業業   2266,,667711

介護予防サービス 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

計画給付費 付金 ・介護予防サービス計画給付費

　　　計

（款） 2 保険給付費 （項） 2 高額介護サービス費

○○ 0011高高額額介介護護ササーービビスス費費給給付付事事業業   221199,,118877

高額介護サービス 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

費 付金 ・高額介護サービス費給付費

　　　計

（款） 2 保険給付費 （項） 3 高額医療合算介護サービス費

○○ 0011高高額額医医療療合合算算介介護護ササーービビスス費費給給付付事事業業   3300,,006699

高額医療合算介護 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

サービス費 付金 ・高額医療合算介護サービス費給付費

　　　計

（款） 2 保険給付費 （項） 4 特定入所者介護サービス費

○○ 0011特特定定入入所所者者介介護護ササーービビスス費費給給付付事事業業   116644,,668888

特定入所者介護サ 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

ービス費 付金 ・特定入所者介護サービス費給付費

　　　計

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説 明特　　定　　財　　源
区 分 金　　額

－ 277 －



－ 278 －

（款）  2 保険給付費 （項）  5 その他諸費 （単位 千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011保保険険給給付付審審査査支支払払事事務務 77,,005544

審査支払手数料 役務費 役務費

・手数料

計

（款）  3 地域支援事業費 （項）  1 介護予防・生活支援サービス事業費

○○ 0011一一般般職職人人件件費費 2299,,330033

介護予防・生活支 △8,939 給料 給料

援サービス事業費 ・一般職給料

職員手当等

職員手当等 共済費

○○ 0022介介護護予予防防・・生生活活支支援援ササーービビスス事事業業  114411,,443388

役務費

共済費 ・手数料

負担金補助及び交付金

・総合事業サービス費

役務費 ・総合事業高額介護サービス費

・総合事業高額医療合算介護サービス費

○○ 0033介介護護予予防防ケケアアママネネジジメメンントト事事業業 1155,,990000

委託料 委託料

・介護予防ケアマネジメント業務委託料

負担金補助及び交

付金

計 △8,939

（款）  3 地域支援事業費 （項）  2 包括的支援事業・任意事業費

○○ 0011一一般般職職人人件件費費 5522,,222244

包括的支援事業費 報酬 報酬

・会計年度任用職員報酬

給料

給料 ・一般職給料

職員手当等

共済費

職員手当等 旅費

・費用弁償

○○ 0022包包括括的的・・継継続続的的ケケアアママネネジジメメンントト支支援援事事業業  229911

共済費 報酬

・地域包括支援センター運営協議会委員報酬

報償費

報償費 ・講師謝礼

旅費

・研修旅費

旅費 需用費

・燃料費

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　　分 金　　額

－ 278 －



－ 279 －

（款） 2 保険給付費 （項） 5 その他諸費 （単位  千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011保保険険給給付付審審査査支支払払事事務務   77,,005544

審査支払手数料 役務費  役務費

・手数料

　　　計

（款） 3 地域支援事業費 （項） 1 介護予防・生活支援サービス事業費

○○ 0011一一般般職職人人件件費費   2299,,330033

介護予防・生活支 △8,939 給料  給料

援サービス事業費 ・一般職給料

 職員手当等

職員手当等  共済費

○○ 0022介介護護予予防防・・生生活活支支援援ササーービビスス事事業業   114411,,443388

 役務費

共済費 ・手数料

負担金補助及び交付金

・総合事業サービス費

役務費 ・総合事業高額介護サービス費

・総合事業高額医療合算介護サービス費

○○ 0033介介護護予予防防ケケアアママネネジジメメンントト事事業業   1155,,990000

委託料  委託料

・介護予防ケアマネジメント業務委託料

負担金補助及び交

付金

　　　計 △8,939 

（款） 3 地域支援事業費 （項） 2 包括的支援事業・任意事業費

○○ 0011一一般般職職人人件件費費   5522,,222244

包括的支援事業費 報酬  報酬

・会計年度任用職員報酬

 給料

給料 ・一般職給料

 職員手当等

 共済費

職員手当等  旅費

・費用弁償

○○ 0022包包括括的的・・継継続続的的ケケアアママネネジジメメンントト支支援援事事業業   229911

共済費  報酬

・地域包括支援センター運営協議会委員報酬

 報償費

報償費 ・講師謝礼

 旅費

・研修旅費

旅費  需用費

・燃料費

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説 明特　　定　　財　　源
区 分 金　　額

－ 279 －



－ 280 －

（款）  3 地域支援事業費 （項）  2 包括的支援事業・任意事業費 （単位 千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

・修繕料

包括的支援事業費 需用費 役務費

・保険料

負担金補助及び交付金

役務費 ・研修負担金

○○ 0033実実態態把把握握事事業業 223366

需用費

委託料 ・消耗品費

・印刷製本費

役務費

負担金補助及び交 ・通信運搬費

付金 ○○ 0044地地域域包包括括支支援援セセンンタターー委委託託事事業業 111144,,110099

報償費

・地域包括支援センター選考委員会委員謝礼

・講師謝礼

委託料

・地域包括支援センター委託料

○○ 0055在在宅宅医医療療・・介介護護連連携携推推進進事事業業  118800

報償費

・講師謝礼

需用費

・消耗品費

役務費

・通信運搬費

委託料

・医療介護資源マップ調査委託料

○○ 0066生生活活支支援援体体制制整整備備事事業業 2255,,225533

報償費

・講師謝礼

役務費

・通信運搬費

委託料

・生活支援コーディネーター業務委託料

○○ 0077認認知知症症総総合合支支援援事事業業  11,,001111

報酬

・認知症初期集中支援チーム報酬

旅費

・研修旅費

需用費

・消耗品費

委託料

・認知症初期集中支援チーム医師派遣業務委託料

負担金補助及び交付金

・研修負担金

○○ 0088地地域域ケケアア会会議議推推進進事事業業 447722

報償費

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　　分 金　　額

－ 280 －



－ 281 －

（款） 3 地域支援事業費 （項） 2 包括的支援事業・任意事業費 （単位  千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

・修繕料

包括的支援事業費 需用費  役務費

・保険料

 負担金補助及び交付金

役務費 ・研修負担金

○○ 0033実実態態把把握握事事業業   223366

 需用費

委託料 ・消耗品費

・印刷製本費

 役務費

負担金補助及び交 ・通信運搬費

付金 ○○ 0044地地域域包包括括支支援援セセンンタターー委委託託事事業業   111144,,110099

 報償費

・地域包括支援センター選考委員会委員謝礼

・講師謝礼

 委託料

・地域包括支援センター委託料

○○ 0055在在宅宅医医療療・・介介護護連連携携推推進進事事業業   118800

 報償費

・講師謝礼

 需用費

・消耗品費

 役務費

・通信運搬費

 委託料

・医療介護資源マップ調査委託料

○○ 0066生生活活支支援援体体制制整整備備事事業業   2255,,225533

 報償費

・講師謝礼

 役務費

・通信運搬費

 委託料

・生活支援コーディネーター業務委託料

○○ 0077認認知知症症総総合合支支援援事事業業   11,,001111

 報酬

・認知症初期集中支援チーム報酬

 旅費

・研修旅費

 需用費

・消耗品費

 委託料

・認知症初期集中支援チーム医師派遣業務委託料

 負担金補助及び交付金

・研修負担金

○○ 0088地地域域ケケアア会会議議推推進進事事業業   447722

 報償費

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説 明特　　定　　財　　源
区 分 金　　額

－ 281 －



－ 282 －

（款）  3 地域支援事業費 （項）  2 包括的支援事業・任意事業費 （単位 千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

・アドバイザー謝礼

包括的支援事業費 役務費

・通信運搬費

○○ 0011家家族族介介護護支支援援事事業業 11,,999999

任意事業費 △917 報償費 需用費

・消耗品費

委託料

旅費 ・家族介護教室開催委託料

・家族介護用品支給事業委託料

扶助費

需用費 ・家族介護慰労金

○○ 0022住住宅宅改改修修支支援援事事業業 2200

負担金補助及び交付金

役務費 ・介護支援専門員支援強化事業補助金

○○ 0033地地域域自自立立生生活活支支援援事事業業 44,,446699

報償費

委託料 ・介護相談員謝礼

旅費

・費用弁償

負担金補助及び交 役務費

付金 ・通信運搬費

委託料

・あんしん電話業務委託料

扶助費 ・Ｂ型肝炎予防接種委託料

負担金補助及び交付金

・介護相談員研修負担金

○○ 0044成成年年後後見見制制度度利利用用支支援援事事業業 33,,881144

需用費

・消耗品費

役務費

・通信運搬費

・手数料

扶助費

・成年後見制度利用助成費

○○ 0055認認知知症症高高齢齢者者見見守守りり事事業業  440033

報償費

・講師謝礼

需用費

・消耗品費

・印刷製本費

役務費

・通信運搬費

計

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　　分 金　　額

－ 282 －



－ 283 －

（款） 3 地域支援事業費 （項） 2 包括的支援事業・任意事業費 （単位  千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

・アドバイザー謝礼

包括的支援事業費  役務費

・通信運搬費

○○ 0011家家族族介介護護支支援援事事業業   11,,999999

任意事業費 △917 報償費  需用費

・消耗品費

 委託料

旅費 ・家族介護教室開催委託料

・家族介護用品支給事業委託料

 扶助費

需用費 ・家族介護慰労金

○○ 0022住住宅宅改改修修支支援援事事業業   2200

 負担金補助及び交付金

役務費 ・介護支援専門員支援強化事業補助金

○○ 0033地地域域自自立立生生活活支支援援事事業業   44,,446699

 報償費

委託料 ・介護相談員謝礼

 旅費

・費用弁償

負担金補助及び交  役務費

付金 ・通信運搬費

 委託料

・あんしん電話業務委託料

扶助費 ・Ｂ型肝炎予防接種委託料

 負担金補助及び交付金

・介護相談員研修負担金

○○ 0044成成年年後後見見制制度度利利用用支支援援事事業業   33,,881144

 需用費

・消耗品費

 役務費

・通信運搬費

・手数料

 扶助費

・成年後見制度利用助成費

○○ 0055認認知知症症高高齢齢者者見見守守りり事事業業   440033

 報償費

・講師謝礼

 需用費

・消耗品費

・印刷製本費

 役務費

・通信運搬費

　　　計

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説 明特　　定　　財　　源
区 分 金　　額

－ 283 －



－ 284 －

（款）  3 地域支援事業費 （項）  3 一般介護予防事業費 （単位 千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011一一般般介介護護予予防防事事業業 33,,558811

一般介護予防事業 △1,777 報償費 報償費

費 ・講師謝礼

需用費

需用費 ・消耗品費

役務費

・通信運搬費

役務費 ・手数料

・保険料

委託料

委託料 ・もばら百歳体操普及啓発事業委託料

備品購入費

・介護予防用備品購入費

備品購入費 負担金補助及び交付金

・茂原市地域介護予防活動支援事業補助金

負担金補助及び交

付金

計 △1,777

（款）  4 基金積立金 （項）  1 基金積立金

○○ 0011介介護護給給付付費費準準備備金金 557711

介護給付費準備基 積立金 積立金

金積立金 ・介護給付費準備基金積立金

計

（款）  5 諸支出金 （項）  1 償還金

○○ 0011保保険険料料還還付付  11,,775555

第１号被保険者保 償還金利子及び割 償還金利子及び割引料

険料還付金 引料 ・第１号被保険者保険料還付金

○○ 0011介介護護給給付付費費返返還還金金 11

償還金 償還金利子及び割 償還金利子及び割引料

引料 ・国庫支出金等過年度分返還金

○○ 0022地地域域支支援援事事業業費費返返還還金金 11

償還金利子及び割引料

・国庫支出金等過年度分返還金

○○ 0011保保険険料料還還付付加加算算金金 3322

保険料還付加算金 償還金利子及び割 償還金利子及び割引料

引料 ・保険料還付加算金

計

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　　分 金　　額

－ 284 －



－ 285 －

（款） 3 地域支援事業費 （項） 3 一般介護予防事業費 （単位  千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011一一般般介介護護予予防防事事業業   33,,558811

一般介護予防事業 △1,777 報償費  報償費

費 ・講師謝礼

 需用費

需用費 ・消耗品費

 役務費

・通信運搬費

役務費 ・手数料

・保険料

 委託料

委託料 ・もばら百歳体操普及啓発事業委託料

 備品購入費

・介護予防用備品購入費

備品購入費  負担金補助及び交付金

・茂原市地域介護予防活動支援事業補助金

負担金補助及び交

付金

　　　計 △1,777 

（款） 4 基金積立金 （項） 1 基金積立金

○○ 0011介介護護給給付付費費準準備備金金   557711

介護給付費準備基 積立金  積立金

金積立金 ・介護給付費準備基金積立金

　　　計

（款） 5 諸支出金 （項） 1 償還金

○○ 0011保保険険料料還還付付   11,,775555

第１号被保険者保 償還金利子及び割  償還金利子及び割引料

険料還付金 引料 ・第１号被保険者保険料還付金

○○ 0011介介護護給給付付費費返返還還金金   11

償還金 償還金利子及び割  償還金利子及び割引料

引料 ・国庫支出金等過年度分返還金

○○ 0022地地域域支支援援事事業業費費返返還還金金   11

 償還金利子及び割引料

・国庫支出金等過年度分返還金

○○ 0011保保険険料料還還付付加加算算金金   3322

保険料還付加算金 償還金利子及び割  償還金利子及び割引料

引料 ・保険料還付加算金

　　　計

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説 明特　　定　　財　　源
区 分 金　　額

－ 285 －



－ 286 －

（款）  6 予備費 （項）  1 予備費 （単位 千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

予備費

計

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　　分 金　　額

－ 286 －



－ 287 －

（款） 6 予備費 （項） 1 予備費 （単位  千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

予備費

　　　計

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説 明特　　定　　財　　源
区 分 金　　額

－ 287 －



－ 288 －

　１　特別職

（人）

報　　酬 給　　料  期末手当 退職手当 負担金 その他手当等 計

（千円） （千円）

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（年間支給率 ・月分）

その他の特別職

計

その他の特別職

計

その他の特別職

計

給 与 費 明　　　　　細　　　　　書

区 分 職　員　数

給 与 　　　　　　　費

共　済　費 合　　計 備　　考

本年度

長　　等

議　　員

前年度

長　　等

議　　員

比　較

長　　等

議　　員

－289－

－ 288 －



－ 289 －

　１　特別職

（人）

報　　酬 給　　料 期末手当 退職手当 負担金 その他手当等 計

（千円） （千円）

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（年間支給率 ・月分）

その他の特別職

計

その他の特別職

計

その他の特別職

計

給　　　　　与　　　　　費 明 細 書

区　　　分 職　員　数

給　　　　　　　　　　与 費

共　済　費 合　　計 備　　考

本年度

長　　等

議　　員

前年度

長　　等

議　　員

比　較

長　　等

議　　員

－288－

－ 289 －



－ 290 －

　２　一般職

（１）総　括

本年度

前年度

比　較

（千円） （千円）

備　　　考

一般職　　　　　　　　22人
会計年度任用職員等　　9人

一般職　　　　　　　　23人
会計年度任用職員等　　 7人

管理職員特別
勤務手当　　

合　　計
（千円）

△543

児童手当 退職手当負担金
（千円）

特殊勤務手当 期末勤勉手当 時間外勤務手当
（千円） （千円） （千円）

住居手当

職員手当
等の内訳

扶養手当 管理職手当 地域手当 通勤手当
（千円） （千円） （千円）（千円）

△288

　　費

計
（千円）（千円）

共　済　費
（千円）

区 分

本　年　度

前　年　度

比 較

職　員　数
（人）

給　　料報　　酬
（千円）

給 与

職員手当等
（千円）

区　分

（千円）

－291－

－ 290 －



－ 291 －

　２　一般職

　（１）総　括

本年度

前年度

比　較

（千円） （千円）

備 考

一般職 22人
会計年度任用職員等　　9人

一般職 23人
会計年度任用職員等　　 7人

管理職員特別
勤務手当　　

合　　計
（千円）

△543

児童手当 退職手当負担金
（千円）

特殊勤務手当 期末勤勉手当 時間外勤務手当
（千円） （千円） （千円）

住居手当

職員手当
等の内訳

扶養手当 管理職手当 地域手当 通勤手当
（千円） （千円） （千円）（千円）

△288

　　費

計
（千円）（千円）

共　済　費
（千円）

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

職　員　数
（人）

給　　料報　　酬
（千円）

給　　　　　　　　　　与

職員手当等
（千円）

区　分

（千円）

－290－

－ 291 －



－ 292 －

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増　減　額
（千円）

給　料 給与改定に伴う増減分 給与改定の状況

前年度給料の改定

　給料表の改定 平均3.3％

　給料改定実施時期 令和7年4月

昇給に伴う増加分 平均昇給率 1.05％

昇給期 令和9年1月

職員数 20人

その他の増減分 職員の変動に伴う 職員の異動状況（人）

増減分

　本年度

　前年度

　増　減 △1

職員手当等 制度改正に伴う増減分 期末勤勉手当支給率改定分 期末手当支給率 2.5月分　→　2.525月分

勤勉手当支給率 2.1月分　→　2.125月分

地域手当

その他の増減分 扶養手当 △288 職員の異動による増減分

管理職手当

地域手当

通勤手当

住居手当

特殊勤務手当

管理職員特別勤務手当

期末勤勉手当

時間外勤務手当

児童手当

退職手当負担金 △543

(一般職)
会計年度任用職員
（フルタイム)等

増　減　事　由　別　内　訳
（千円）

説　　　　　明
（千円）

備　　　　考

(計)

(一般職)
会計年度任用職員
（フルタイム)等

(計)

－293－

－ 292 －



－ 293 －

　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増　減　額
（千円）

給　料 給与改定に伴う増減分 給与改定の状況

前年度給料の改定

　給料表の改定 平均3.3％

　給料改定実施時期 令和7年4月

昇給に伴う増加分 平均昇給率 1.05％

昇給期 令和9年1月

職員数 20人

その他の増減分 職員の変動に伴う 職員の異動状況（人）

増減分

　本年度

　前年度

　増　減 △1

職員手当等 制度改正に伴う増減分 期末勤勉手当支給率改定分 期末手当支給率 2.5月分　→　2.525月分

勤勉手当支給率 2.1月分　→　2.125月分

地域手当

その他の増減分 扶養手当 △288 職員の異動による増減分

管理職手当

地域手当

通勤手当

住居手当

特殊勤務手当

管理職員特別勤務手当

期末勤勉手当

時間外勤務手当

児童手当

退職手当負担金 △543

(一般職)
会計年度任用職員
（フルタイム)等

増　減　事　由　別　内　訳
（千円）

説 明
（千円）

備 考

(計)

(一般職)
会計年度任用職員
（フルタイム)等

(計)

－292－

－ 293 －



－ 294 －

（３）給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当り給与 　　　イ　初　任　給

一般行政職 一般行政職

平均給料月額（円） 高校卒

平均給与月額（円） 大学卒

平 均 年 齢（歳） 高校卒

平均給料月額（円） 大学卒

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

区 分

令和８年
１月１日現在

令和７年
１月１日現在

茂原市の制度

国 の 制 度

区　　　　分

－295－

－ 294 －



－ 295 －

　（３）給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員１人当り給与 イ 初　任　給

一般行政職 一般行政職

平均給料月額（円） 高校卒

平均給与月額（円） 大学卒

平 均 年 齢（歳） 高校卒

平均給料月額（円） 大学卒

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

区　　　　分

令和８年
１月１日現在

令和７年
１月１日現在

茂原市の制度

国 の 制 度

区 分

－294－

－ 295 －



－ 296 －

ウ 級別職員数 　エ　昇給

技能労務職

級 構成比(％) 級 構成比(％)

１級 １級

２級 ２級

３級 ３級

４級 ４級

５級 ５級

６級 ６級

７級 ７級

８級 ８級

９級 ９級

計 計

１級 １級

２級 ２級

３級 ３級

４級 ４級

５級 ５級

６級 ６級

７級 ７級

８級 ８級

９級 ９級

計 計

（級別の基準となる職務）

区　分

一般行政職 主事 主事（困） 副主査

１級 ２級 ３級 ４級

職員数(人)

区　　分
技能労務職

令和７年
１月１日現在

令和８年
１月１日現在

一般行政職

職員数(人)

代表的な職種

５級

係長・主査

 号給数別内訳

 号給数別内訳

区　　　　分

 職　　 員 　　数（Ａ）　（人）

 昇給に係る職員数（Ｂ）　（人）

　１号給（人）

　２号給（人）

　３号給（人）

　４号給（人）

　５号給（人）

　６号給（人）

本

年

度

前

年

度

 比率（Ｂ）/（Ａ）　     （％）

 職　　 員 　　数（Ａ）　（人）

 昇給に係る職員数（Ｂ）　（人）

　１号給（人）

　２号給（人）

　３号給（人）

　４号給（人）

　５号給（人）

合　計

　６号給（人）

 比率（Ｂ）/（Ａ）     　（％）

６級

室長

７級

一般行政職

９級８級

－297－

－ 296 －



－ 297 －

　ウ　級別職員数 エ 昇給

技能労務職

級 構成比(％) 級 構成比(％)

１級 １級

２級 ２級

３級 ３級

４級 ４級

５級 ５級

６級 ６級

７級 ７級

８級 ８級

９級 ９級

計 計

１級 １級

２級 ２級

３級 ３級

４級 ４級

５級 ５級

６級 ６級

７級 ７級

８級 ８級

９級 ９級

計 計

（級別の基準となる職務）

区　分

一般行政職 主事 主事（困） 副主査

１級 ２級 ３級 ４級

職員数(人)

区　　分
技能労務職

令和７年
１月１日現在

令和８年
１月１日現在

一般行政職

職員数(人)

代表的な職種

５級

係長・主査

 号給数別内訳

 号給数別内訳

区 分

 職　　 員 　　数（Ａ）　（人）

 昇給に係る職員数（Ｂ）　（人）

　１号給（人）

　２号給（人）

　３号給（人）

　４号給（人）

　５号給（人）

　６号給（人）

本

年

度

前

年

度

 比率（Ｂ）/（Ａ） （％）

 職　　 員 　　数（Ａ）　（人）

 昇給に係る職員数（Ｂ）　（人）

　１号給（人）

　２号給（人）

　３号給（人）

　４号給（人）

　５号給（人）

合　計

　６号給（人）

 比率（Ｂ）/（Ａ） （％）

６級

室長

７級

一般行政職

９級８級

－296－

－ 297 －



－ 298 －

オ 期末手当・勤勉手当

本 年 度

前 年 度

国の制度

カ 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

最高限度

（月分）

支給率等

国の制度
（支給率等）

キ 地域手当 ク その他の手当

 支給率
（％）

 支給対象職員数
（人）

 国の指定基準に基
づく支給率（％）

一部独自

支給対象地域 茂原市全域

備　　考

在職期間に応じた調整額を加算

在職期間に応じた調整額を加算

区　　分 国の制度との異同 差異の内容

区　　分
25年勤続の者

（月分）

区　　分

６月（月分）

35年勤続の者
その他の加算措置等

（月分）

支給率（月分）
職制上の段階、職務
の級等による加算措
置

備　　考

有

有

有

同じ

同じ

異なる

支給期別支給率

１２月（月分）

住居手当

通勤手当

20年勤続の者

（月分）

扶養手当

－299－
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－ 299 －

　オ　期末手当・勤勉手当

本 年 度

前 年 度

国の制度

　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

最高限度

（月分）

支給率等

国の制度
（支給率等）

　キ　地域手当 　ク　その他の手当

支給率
（％）

支給対象職員数
（人）

国の指定基準に基
づく支給率（％）

一部独自

支給対象地域 茂原市全域

備　　考

在職期間に応じた調整額を加算

在職期間に応じた調整額を加算

区　　分 国の制度との異同 差異の内容

区　　分
25年勤続の者

（月分）

区　　分

６月（月分）

35年勤続の者
その他の加算措置等

（月分）

支給率（月分）
職制上の段階、職務
の級等による加算措
置

備　　考

有

有

有

同じ

同じ

異なる

支給期別支給率

１２月（月分）

住居手当

通勤手当

20年勤続の者

（月分）

扶養手当

－298－
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令和８年度茂原市特別会計後期高齢者医療事業費予算 
  





－ 301 －

議案第７号 

令和８年度茂原市特別会計後期高齢者医療事業費予算  

令和８年度茂原市の特別会計後期高齢者医療事業費予算は、次に定めるところによる。  

（歳入歳出予算）  

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，０４８，０８１千円と定める。  

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」によ

る。 

令和８年２月２５日提出 

茂原市長 市 原 淳 

－ 301 －



－ 302 －

歳  入 （単位  千円）

金　額

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料

繰 入 金

一 般 会 計 繰 入 金

繰 越 金

繰 越 金

諸 収 入

延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料

償 還 金 及 び 還 付 加 算 金

市 預 金 利 子

雑 入

歳 入 合 計

第第　　１１　　表表　　　　歳歳　　入入　　歳歳　　出出　　予予　　算算

款 項

－ 302 －



－ 303 －

歳  出 （単位  千円）

金　額

総 務 費

総 務 管 理 費

徴 収 費

後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢者医療広域連合納付金

諸 支 出 金

償 還 金 及 び 還 付 加 算 金

予 備 費

予 備 費

歳 出 合 計

款 項

－ 303 －
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予 算 に 関 す る 説 明 書 





－ 305 －

１．総  括

(歳  入) （単位  千円）

本年度予算額 前年度予算額 比  較

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料

繰 入 金

繰 越 金 △1,117

諸 収 入 △502

　歳　　入　　合　　計

歳歳  入入  歳歳  出出  予予  算算  事事  項項  別別  明明  細細  書書

款

－ 305 －



－ 306 －

(歳  出) （単位 千円）

国 県 支 出 金 地 方　 債 そ の　 他

総 務 費

後期高齢者医療広域連合納付金

諸 支 出 金 △500

予 備 費

 歳　　出　　合　　計

本　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　　　　　定　　　　　　財　　　　　　源
一 般 財 源

款 本年度予算額 前年度予算額 比  較

－ 306 －



－ 307 －

(歳 出) （単位  千円）

国 県 支 出 金 地 　方　  債 そ 　の　  他

総 務 費

後期高齢者医療広域連合納付金

諸 支 出 金 △500 

予 備 費

歳　 出　 合　 計

本　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

特 定 財 源
一 般 財 源

款 本年度予算額 前年度予算額 比 較
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－ 308 －

２．歳  入

(款)  1 後期高齢者医療保険料 (項)  1 後期高齢者医療保険料 （単位 千円）

金　　額

特別徴収保険料 現年度分  ･ 現年度分

普通徴収保険料 現年度分  ･ 現年度分

滞納繰越分  ･ 滞納繰越分

 計

(款)  2 繰入金 (項)  1 一般会計繰入金

事務費繰入金 事務費繰入金  ･ 事務費繰入金

 ･ 共通経費負担金繰入金

保険基盤安定繰入金 保険基盤安定繰入  ･ 保険基盤安定繰入金

金

 計

(款)  3 繰越金 (項)  1 繰越金

繰越金 △1,117 繰越金  ･ 前年度繰越金

 計 △1,117

(款)  4 諸収入 (項)  1 延滞金、加算金及び過料

延滞金 延滞金  ･ 延滞金

過料 過料  ･ 過料

 計

(款)  4 諸収入 (項)  2 償還金及び還付加算金

保険料還付金 △500 保険料還付金  ･ 後期高齢者医療還付金返還金

保険料還付加算金 保険料還付加算金  ･ 後期高齢者医療還付加算金返還金

 計 △500

(款)  4 諸収入 (項)  3 市預金利子

市預金利子 市預金利子  ･ 市預金利子

 計

(款)  4 諸収入 (項)  4 雑入

雑入 △2 雑入  ･ 賦課徴収帳票作成等業務受託収入

 計 △2

説　　　　　　　　　明
区　　　分

節
目

本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較
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－ 309 －

２．歳 入

(款) 1 後期高齢者医療保険料 (項) 1 後期高齢者医療保険料 （単位  千円）

金　　額

特別徴収保険料 現年度分  ･ 現年度分

普通徴収保険料 現年度分  ･ 現年度分

滞納繰越分  ･ 滞納繰越分

計

(款) 2 繰入金 (項) 1 一般会計繰入金

事務費繰入金 事務費繰入金  ･ 事務費繰入金

 ･ 共通経費負担金繰入金

保険基盤安定繰入金 保険基盤安定繰入  ･ 保険基盤安定繰入金

金

計

(款) 3 繰越金 (項) 1 繰越金

繰越金 △1,117 繰越金  ･ 前年度繰越金

計 △1,117 

(款) 4 諸収入 (項) 1 延滞金、加算金及び過料

延滞金 延滞金  ･ 延滞金

過料 過料  ･ 過料

計

(款) 4 諸収入 (項) 2 償還金及び還付加算金

保険料還付金 △500 保険料還付金  ･ 後期高齢者医療還付金返還金

保険料還付加算金 保険料還付加算金  ･ 後期高齢者医療還付加算金返還金

計 △500 

(款) 4 諸収入 (項) 3 市預金利子

市預金利子 市預金利子  ･ 市預金利子

計

(款) 4 諸収入 (項) 4 雑入

雑入 △2 雑入  ･ 賦課徴収帳票作成等業務受託収入

計 △2 

説 明
区 分

節
目

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較
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－ 310 －

３．歳  出

（款）  1 総務費 （項）  1 総務管理費 （単位 千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011一一般般職職人人件件費費 3366,,887711

一般管理費 給料 給料

・一般職給料

職員手当等

職員手当等 共済費

○○ 0022後後期期高高齢齢者者医医療療事事務務費費 1155,,999922

需用費

共済費 ・消耗品費

役務費

・通信運搬費

需用費 委託料

・電算委託料

役務費

委託料

計

（款）  1 総務費 （項）  2 徴収費

○○ 0011徴徴収収事事務務費費  55,,337766

徴収費 △124 需用費 需用費

・消耗品費

役務費

役務費 ・通信運搬費

・手数料

委託料

委託料 ・口座振替業務委託料

・コンビニ収納業務委託料

・公金収納センターサービス業務委託料

・納税コールセンター業務委託料

計 △124

（款）  2 後期高齢者医療広域連合納付金 （項）  1 後期高齢者医療広域連合納付金

○○ 0011後後期期高高齢齢者者医医療療広広域域連連合合納納付付金金 11,,998855,,229922

後期高齢者医療広 負担金補助及び交 負担金補助及び交付金

域連合納付金 付金 ・保険料等負担金

・広域連合事務費負担金

・保険基盤安定負担金

計

説　　　　　　　　　明

節

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額 区　　　分 金　　額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
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－ 311 －

３．歳 出

（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位  千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011一一般般職職人人件件費費   3366,,887711

一般管理費 給料  給料

・一般職給料

 職員手当等

職員手当等  共済費

○○ 0022後後期期高高齢齢者者医医療療事事務務費費   1155,,999922

 需用費

共済費 ・消耗品費

 役務費

・通信運搬費

需用費  委託料

・電算委託料

役務費

委託料

　　　計

（款） 1 総務費 （項） 2 徴収費

○○ 0011徴徴収収事事務務費費   55,,337766

徴収費 △124 需用費  需用費

・消耗品費

 役務費

役務費 ・通信運搬費

・手数料

 委託料

委託料 ・口座振替業務委託料

・コンビニ収納業務委託料

・公金収納センターサービス業務委託料

・納税コールセンター業務委託料

　　　計 △124 

（款） 2 後期高齢者医療広域連合納付金 （項） 1 後期高齢者医療広域連合納付金

○○ 0011後後期期高高齢齢者者医医療療広広域域連連合合納納付付金金   11,,998855,,229922

後期高齢者医療広 負担金補助及び交  負担金補助及び交付金

域連合納付金 付金 ・保険料等負担金

・広域連合事務費負担金

・保険基盤安定負担金

　　　計

説 明

節

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額 区 分 金　　額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
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－ 312 －

（款）  3 諸支出金 （項）  1 償還金及び還付加算金 （単位 千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011保保険険料料還還付付金金 33,,550000

保険料還付金 △500 償還金利子及び割 償還金利子及び割引料

引料 ・保険料還付金

○○ 0011保保険険料料還還付付加加算算金金 5500

保険料還付加算金 償還金利子及び割 償還金利子及び割引料

引料 ・保険料還付加算金

計 △500

（款）  4 予備費 （項）  1 予備費

予備費

計

節

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　　分 金　　額

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳
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－ 313 －

（款） 3 諸支出金 （項） 1 償還金及び還付加算金 （単位  千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

○○ 0011保保険険料料還還付付金金   33,,550000

保険料還付金 △500 償還金利子及び割  償還金利子及び割引料

引料 ・保険料還付金

○○ 0011保保険険料料還還付付加加算算金金   5500

保険料還付加算金 償還金利子及び割  償還金利子及び割引料

引料 ・保険料還付加算金

　　　計 △500 

（款） 4 予備費 （項） 1 予備費

予備費

　　　計

節

説 明特　　定　　財　　源
区 分 金　　額

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳
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－ 314 －

　１　一般職

（１）総　括

本年度

前年度

比　較

給 与 費

区 分

本　年　度

前　年　度

比 較

職　員　数
（人）

給　　料報　　酬
（千円）

給 与

△58

（千円） （千円）
計
（千円）

職員手当
等の内訳

扶養手当 管理職手当 地域手当 通勤手当
（千円） （千円） （千円）

△24

（千円）

一般職　　　　　       5人

一般職　　　　　       5人

児童手当 退職手当負担金
（千円）

特殊勤務手当 期末勤勉手当 時間外勤務手当
（千円） （千円）

△150

住居手当
（千円） （千円）

備　　　考

（千円）勤務手当　　

　　費

明　　　　　細　　　　　書

区　分

（千円）

職員手当

合　　計
（千円）

管理職員特別

共　済　費
（千円）

－315－
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－ 315 －

　１　一般職

　（１）総　括

本年度

前年度

比　較

給　　　　　与　　　　　費

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

職　員　数
（人）

給　　料報　　酬
（千円）

給　　　　　　　　　　与

△58

（千円） （千円）
計
（千円）

職員手当
等の内訳

扶養手当 管理職手当 地域手当 通勤手当
（千円） （千円） （千円）

△24

（千円）

一般職 5人

一般職 5人

児童手当 退職手当負担金
（千円）

特殊勤務手当 期末勤勉手当 時間外勤務手当
（千円） （千円）

△150

住居手当
（千円） （千円）

備 考

（千円）勤務手当　　

　　費

明 細 書

区　分

（千円）

職員手当

合　　計
（千円）

管理職員特別

共　済　費
（千円）

－314－
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－ 316 －

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増　減　額
（千円）

給　料 △58 給与改定に伴う増減分 給与改定の状況

前年度給料の改定

　給料表の改定 平均3.3％

　給料改定実施時期 令和7年4月

昇給に伴う増加分 平均昇給率 1.48％

昇給期 令和9年1月

職員数 5人

その他の増減分 △989 職員の変動に伴う 職員の異動状況（人）

増減分

　本年度

　前年度

　増　減

職員手当等 制度改正に伴う増減分 期末勤勉手当支給率改定分 期末手当支給率 2.5月分　→　2.525月分

勤勉手当支給率 2.1月分　→　2.125月分

地域手当

その他の増減分 扶養手当 △24 職員の異動による増減分

管理職手当

地域手当

通勤手当

住居手当 △150

特殊勤務手当

管理職員特別勤務手当

期末勤勉手当 △239

時間外勤務手当

児童手当

退職手当負担金

増　減　事　由　別　内　訳
（千円）

説　　　　　明
（千円）

備　　　　考

(一般職)
会計年度任用職員
（フルタイム)等

(計)

(一般職)
会計年度任用職員
（フルタイム)等

(計)

－317－
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－ 317 －

　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増　減　額
（千円）

給　料 △58 給与改定に伴う増減分 給与改定の状況

前年度給料の改定

　給料表の改定 平均3.3％

　給料改定実施時期 令和7年4月

昇給に伴う増加分 平均昇給率 1.48％

昇給期 令和9年1月

職員数 5人

その他の増減分 △989 職員の変動に伴う 職員の異動状況（人）

増減分

　本年度

　前年度

　増　減

職員手当等 制度改正に伴う増減分 期末勤勉手当支給率改定分 期末手当支給率 2.5月分　→　2.525月分

勤勉手当支給率 2.1月分　→　2.125月分

地域手当

その他の増減分 扶養手当 △24 職員の異動による増減分

管理職手当

地域手当

通勤手当

住居手当 △150

特殊勤務手当

管理職員特別勤務手当

期末勤勉手当 △239

時間外勤務手当

児童手当

退職手当負担金

増　減　事　由　別　内　訳
（千円）

説 明
（千円）

備 考

(一般職)
会計年度任用職員
（フルタイム)等

(計)

(一般職)
会計年度任用職員
（フルタイム)等

(計)
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（３）給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当り給与 　　　イ　初　任　給

一般行政職 一般行政職

平均給料月額（円） 高校卒

平均給与月額（円） 大学卒

平 均 年 齢（歳） 高校卒

平均給料月額（円） 大学卒

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

区 分

令和８年
１月１日現在

令和７年
１月１日現在

茂原市の制度

国 の 制 度

区　　　　分
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　（３）給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員１人当り給与 イ 初　任　給

一般行政職 一般行政職

平均給料月額（円） 高校卒

平均給与月額（円） 大学卒

平 均 年 齢（歳） 高校卒

平均給料月額（円） 大学卒

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

区　　　　分

令和８年
１月１日現在

令和７年
１月１日現在

茂原市の制度

国 の 制 度

区 分

－318－
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ウ 級別職員数 　エ　昇給

技能労務職

級 構成比(％) 級 構成比(％)

１級 １級

２級 ２級

３級 ３級

４級 ４級

５級 ５級

６級 ６級

７級 ７級

８級 ８級

９級 ９級

計 計

１級 １級

２級 ２級

３級 ３級

４級 ４級

５級 ５級

６級 ６級

７級 ７級

８級 ８級

９級 ９級

計 計

（級別の基準となる職務）

区　分

一般行政職

一般行政職

９級８級

合　計

　６号給（人）

 比率（Ｂ）/（Ａ）     　（％）

６級 ７級

代表的な職種

５級

係長

 号給数別内訳

 号給数別内訳

区　　　　分

 職　　 員 　　数（Ａ）　（人）

 昇給に係る職員数（Ｂ）　（人）

　１号給（人）

　２号給（人）

　３号給（人）

　４号給（人）

　５号給（人）

　６号給（人）

本

年

度

前

年

度

 比率（Ｂ）/（Ａ）　     （％）

 職　　 員 　　数（Ａ）　（人）

 昇給に係る職員数（Ｂ）　（人）

　１号給（人）

　２号給（人）

　３号給（人）

　４号給（人）

　５号給（人）

区　　分
技能労務職

令和７年
１月１日現在

令和８年
１月１日現在

一般行政職

職員数(人) 職員数(人)

主事 主事（困）

１級 ２級 ３級 ４級
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　ウ　級別職員数 エ 昇給

技能労務職

級 構成比(％) 級 構成比(％)

１級 １級

２級 ２級

３級 ３級

４級 ４級

５級 ５級

６級 ６級

７級 ７級

８級 ８級

９級 ９級

計 計

１級 １級

２級 ２級

３級 ３級

４級 ４級

５級 ５級

６級 ６級

７級 ７級

８級 ８級

９級 ９級

計 計

（級別の基準となる職務）

区　分

一般行政職

一般行政職

９級８級

合　計

　６号給（人）

 比率（Ｂ）/（Ａ） （％）

６級 ７級

代表的な職種

５級

係長

 号給数別内訳

 号給数別内訳

区 分

 職　　 員 　　数（Ａ）　（人）

 昇給に係る職員数（Ｂ）　（人）

　１号給（人）

　２号給（人）

　３号給（人）

　４号給（人）

　５号給（人）

　６号給（人）

本

年

度

前

年

度

 比率（Ｂ）/（Ａ） （％）

 職　　 員 　　数（Ａ）　（人）

 昇給に係る職員数（Ｂ）　（人）

　１号給（人）

　２号給（人）

　３号給（人）

　４号給（人）

　５号給（人）

区　　分
技能労務職

令和７年
１月１日現在

令和８年
１月１日現在

一般行政職

職員数(人) 職員数(人)

主事 主事（困）

１級 ２級 ３級 ４級
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オ 期末手当・勤勉手当

本 年 度

前 年 度

国の制度

カ 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

最高限度

（月分）

支給率等

国の制度
（支給率等）

キ 地域手当 ク その他の手当

 支給率
（％）

 支給対象職員数
（人）

 国の指定基準に基
づく支給率（％）

一部独自

同じ

同じ

異なる

支給期別支給率

１２月（月分）

住居手当

通勤手当

20年勤続の者

（月分）

扶養手当

35年勤続の者
その他の加算措置等

（月分）

支給率（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　考

有

有

有

区　　分

６月（月分）

支給対象地域 茂原市全域

備　　考

在職期間に応じた調整額を加算

在職期間に応じた調整額を加算

区　　分 国の制度との異同 差異の内容

区　　分
25年勤続の者

（月分）
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　オ　期末手当・勤勉手当

本 年 度

前 年 度

国の制度

　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

最高限度

（月分）

支給率等

国の制度
（支給率等）

　キ　地域手当 　ク　その他の手当

支給率
（％）

支給対象職員数
（人）

国の指定基準に基
づく支給率（％）

一部独自

同じ

同じ

異なる

支給期別支給率

１２月（月分）

住居手当

通勤手当

20年勤続の者

（月分）

扶養手当

35年勤続の者
その他の加算措置等

（月分）

支給率（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　考

有

有

有

区　　分

６月（月分）

支給対象地域 茂原市全域

備　　考

在職期間に応じた調整額を加算

在職期間に応じた調整額を加算

区　　分 国の制度との異同 差異の内容

区　　分
25年勤続の者

（月分）
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議案第８号

令和８年度茂原市下水道事業会計予算

（総則）

第１条 令和８年度茂原市の下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 処理区域面積 ８４１ ５１

（２） 処理区域内人口 ３０，１９６人

（３） 年間有収水量 ３，５７７，４８８ｍ

（４） 主要な建設改良事業

ア 管渠建設改良費 ４５３，６２８千円

イ ポンプ場建設改良費 ２１９，８７２千円

ウ 処理場建設改良費 ３１４，２０１千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 下水道事業収益 １，５４５，２６０千円

第１項 営業収益 ８３８，６９０千円

第２項 営業外収益 ７０６，５６０千円

第３項 特別利益 １０千円

支 出

第１款 下水道事業費用 １，５０３，２３０千円

第１項 営業費用 １，４２０，８１７千円

第２項 営業外費用 ８１，４０３千円

第３項 特別損失 １０千円

第４項 予備費 １，０００千円
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額５２３，６２１千円は、当年度分の消費税及び地方消費税資本

的収支調整額１６，４９９千円、当年度分の損益勘定留保資金４２３，６６７千円及

び建設改良積立金８３，４５５千円で補てんするものとする。）。

収 入

第１款 資本的収入 ９６０，１８０千円

第１項 企業債 ６０２，３００千円

第２項 他会計出資金 ７，４８４千円

第３項 他会計補助金 ２７，７００千円

第４項 国庫補助金 ３１３，５９５千円

第５項 負担金等 ８，１００千円

第６項 基金繰入金 １，０００千円

第７項 長期貸付金償還金 １千円

支 出

第１款 資本的支出 １，４８３，８０１千円

第１項 建設改良費 ９８７，７０１千円

第２項 企業債償還金 ４６３，６６０千円

第３項 基金積立金 ３０，４４０千円

第４項 投資その他の資産 １，０００千円

第５項 予備費 １，０００千円

－ 326 －



－ 327 －

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法

下水道整備事業

千円

普通貸借

又は

証券発行

％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
入れる資金につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率）

公的資金については、
その融資条件による。銀
行その他の資金について
は、債権者と協定する。
ただし、市財政の都合

により据置期間及び償還
期限を短縮し、又は繰上
償還若しくは低利に借換
えすることができる。

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

（１） 営業費用

（２） 営業外費用

（３） 特別損失

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければな

らない。

（１） 職員給与費 １６８，００９千円

（他会計からの補助金）

第９条 資本的支出に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２７，

７００千円である。

令和８年２月２５日提出

茂原市長 市 原 淳
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令和８年度 茂原市下水道事業会計予算実施計画

（収 益 的 収 入 及 び 支 出）

収 入 単位：千円

款 項 目 予 定 額 備 考

下 水 道

事業収益

下 水 道

事業収益

営業収益

下水道使用料 下水道使用料

他会計負担金 雨水処理負担金

受託工事収益 受託工事収益

その他営業収益 排水設備検査手数料等

営業外収益

受取利息 預金利息・基金利息

他会計負担金 汚水処理負担金等

長期前受金戻入 国庫補助金等による

消費税及び地方消

費税還付金
消費税等還付金

雑収益 土地建物貸付収入等

特別利益

過年度損益修正益 過年度損益修正益

支 出 単位：千円

款 項 目 予 定 額 備 考

下 水 道

事業費用 営業費用

管渠費 管渠維持管理費

ポンプ場費 ポンプ場維持管理費

処理場費 処理場維持管理費

業務費 徴収業務委託料等

総係費 一般管理費

減価償却費 固定資産減価償却費

資産減耗費 固定資産除却費

営業外費用

支払利息 企業債利息

消費税及び地方消費税 消費税及び地方消費税

雑支出 その他雑支出

特別損失

過年度損益修正損 過年度損益修正損

予備費

予備費 予備費
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（資 本 的 収 入 及 び 支 出）

収 入 単位：千円

款 項 目 予 定 額 備 考

資本的収入

資本的収入 企業債

企業債 下水道事業債等

他会計出資金

他会計出資金 一般会計出資金

他会計補助金

他会計補助金 一般会計補助金 

国庫補助金

国庫補助金 建設改良費補助金等

負担金等

受益者負担金 受益者負担金

工事負担金 工事負担金

その他負担金 下水道接続協力金

基金繰入金

基金繰入金 下水道事業基金繰入金

長期貸付金

償還金 長期貸付金償還金 水洗便所改造資金貸付金償還金

支 出 単位：千円

款 項 目 予 定 額 備 考

資本的支出

建設改良費

管渠建設改良費 管渠整備費等

ポンプ場建設改良費 ポンプ場整備費等

処理場建設改良費 処理場整備費等

企業債償還金

企業債償還金 企業債償還元金

基金積立金

基金積立金 下水道事業基金積立金

投資その他の

資産 長期貸付金 水洗便所改造資金貸付金

予備費

予備費 予備費
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（単位：千円）
１．業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

資産減耗費

貸倒引当金の増減額（△は減少） △246

賞与引当金の増減額（△は減少）

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額 △454,010

受取利息及び受取配当金 △441

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少） △1,074,185

　　小　計 △557,223

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △50,071

業務活動によるキャッシュ・フロー △606,853

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △902,479

有形固定資産の売却による収入

国庫補助金収入

他会計補助金収入

負担金等収入

貸付による支出 △1,000

貸付償還による収入

基金繰入による収入

基金の積み立てによる支出 △30,440

投資活動によるキャッシュ・フロー △615,284

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入

企業債償還による支出 △463,660

出資金の受入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金に係る換算差額

資金増加額（又は減少額） △1,076,013

資金期首残高

資金期末残高

令和８年度 茂原市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和8年4月1日から令和9年3月31日まで)
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給 与 費 明 細 書 
１ 総 括 

区 分

職員数 給 与 費
法 定

福利費
合 計

特別職 一般職 報 酬 給 料 手当等 計

人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本 年 度

前 年 度

比 較

・職員数には、会計年度任用職員を含む。

・（ ）内は短時間勤務職員の数を外書きしている。 
・手当等には、賞与引当金繰入額を含む。

・法定福利費には、法定福利費引当金繰入額を含む。

手 当 等

の 内 訳

区 分
扶 養 手 当 管理職手当 地 域 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当

管理職員特
別勤務手当

千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度

前年度

比 較 △

区 分
期 末 手 当 勤 勉 手 当

時 間 外

勤 務 手 当
児 童 手 当

退 職 手 当

負 担 金

賞与引当金

繰 入 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度

前年度

比 較 △ △
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２ 給料及び手当等の増減額の明細 

区 分
増減額 増減事由別内訳

説 明 備 考
千円 千円

給 料 給与改定に

伴う増減分

給与改定の状況

給料表の改定 平均 ％

給料改定実施時期 令和 年 月

昇給に伴う

増加分

平均昇給率 平均 ％

昇給期 令和 年 月

職員数 人

その他の増

減分

職員の変動に伴う増減分

手 当 等 制度改正に

伴う増減分

期末勤勉手当支給率改定

に伴う増減分

期末手当支給率

月分→ 月分

勤勉手当支給率

月分→ 月分

その他の増

減分

職員の変動に伴う増減分

３ 給料及び手当等の状況 
（１）職員１人当たりの給与 

区 分 一般行政職

令和８年１月１日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

令和７年１月１日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

（２）初任給 

区 分 一般行政職

茂原市の制度

高校卒

大学卒

国 の 制 度

高校卒

大学卒
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（３）級別職員数 

区 分

一般行政職 技能労務職

級 職員数 人 構成比 ％ 級 職員数 人 構成比 ％

令和８年１月１日現在

１級 １級

２級 ２級

３級 ３級

４級 ４級

５級 ５級

６級 ６級

７級 ７級

８級 ８級

９級 ９級

計 計

令和７年１月１日現在

１級 １級

２級 ２級

３級 ３級

４級 ４級

５級 ５級

６級 ６級

７級 ７級

８級 ８級

９級 ９級

計 計

（級別の基準となる職務） 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

一般行政職 技師 技師（困） 副主査 係長・主査 課長補佐 課長
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（４）昇 給 

区 分 合 計
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

本

年

度

職 員 数（Ａ） （人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

号給数別内訳

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

５号給 （人）

６号給 （人）

比率（Ｂ） （Ａ） （％）

前

年

度

職 員 数（Ａ） （人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

号給数別内訳

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

５号給 （人）

６号給 （人）

比率（Ｂ） （Ａ） （％）

（５）期末手当・勤勉手当 

区 分

支給期別支給率
支給率

（月分）

職制上の段階、職

務の級等による加

算措置

備 考
６月（月分） １２月（月分）

本 年 度 有

前 年 度 有

国の制度 有
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（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 

区 分
年勤続の者 年勤続の者 年勤続の者 最高限度 その他の加

算措置等
備 考

（月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等

在職期間に

応じた調整

額を加算

国の制度

（支給率等）

在職期間に

応じた調整

額を加算

（７）地域手当 

支給対象地域 茂原市全域

支給率 （％）

支給対象職員数 （人）

国の指定基準に基づく支給率（％）

（８）その他の手当 

区 分 国の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同じ 

住居手当 同じ 

通勤手当 異なる 一部独自 
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１. 固  定  資  産

有  形  固  定  資  産 千円 千円 千円 千円

イ 土 地

ロ 建 物

減 価 償 却 累 計 額 △322,892

ハ 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額 △4,497,244

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額 △1,478,884

ホ 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額 △2,542

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額 △943

ト 建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無  形  固  定  資  産

イ 地 上 権

ロ そ の 他 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

投  資  そ  の  他  資  産

イ 基 金

ロ 長 期 貸 付 金

ハ そ の 他 投 資

投 資 そ の 他 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２. 流  動  資    産

現 金 預 金

未 収 金

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △543

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

資  産   の   部

令和８年度 茂原市下水道事業予定貸借対照表（当年度）

(令和9年3月31日)
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３. 固  定  負  債

企 業 債

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

４. 流  動  負  債

企 業 債

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

イ 賞 与 引 当 金

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

５. 繰  延  収  益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額 △3,338,244

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

６. 資  本  金

イ 固 有 資 本 金

ロ 出 資 金

ハ 組 入 資 本 金

資 本 金 合 計
７. 剰  余  金

資  本  剰  余  金

イ 国 庫 補 助 金

ロ 受 益 者 負 担 金

ハ 他 会 計 負 担 金

ニ 受 贈 財 産 評 価 額

ホ 保 険 差 益

ヘ そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利　益　剰　余　金

イ 減 債 積 立 金

ロ 建 設 改 良 積 立 金

ハ 利 益 積 立 金

ニ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資  本  の  部

負  債  の  部
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令和７年度 茂原市下水道事業予定損益計算書

(令和7年4月1日から令和8年3月31日まで)
（単位：千円）

１. 営  業  収  益

(1） 下 水 道 使 用 料

(2） 他 会 計 負 担 金

(3） 受 託 工 事 収 益

(4） そ の 他 営 業 収 益

２. 営  業  費  用

(1） 管 渠 費

(2） ポ ン プ 場 費

(3） 処 理 場 費

(4） 業 務 費

(5） 総 係 費

(6） 減 価 償 却 費

(7） 資 産 減 耗 費

営 業 損 失

３. 営  業  外  収  益

(1） 受 取 利 息

(2） 他 会 計 負 担 金

(3） 補 助 金

(4） 長 期 前 受 金 戻 入

(5） 雑 収 益

４. 営  業  外  費  用

(1） 支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

(2） 雑 支 出

経 常 利 益

５. 特  別  損  失

(1） 過 年 度 損 益 修 正 損

(2） そ の 他 特 別 損 失 △3,421

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金
変 動 額

当年度未処分利益剰余金
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１. 固    定    資    産

有  形  固  定  資  産 千円 千円 千円 千円

イ 土 地

ロ 建 物

減 価 償 却 累 計 額 △280,319

ハ 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額 △3,945,005

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額 △1,196,778

ホ 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額 △1,943

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額 △788

ト 建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無  形  固  定  資  産

イ 地 上 権

ロ そ の 他 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

投  資  そ  の  他  資  産

イ 基 金

ロ 長 期 貸 付 金

ハ そ の 他 投 資

投 資 そ の 他 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２. 流    動    資    産

現 金 預 金

未 収 金

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △789

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

(令和8年3月31日)

令和７年度 茂原市下水道事業予定貸借対照表

資   産   の   部
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３. 固    定    負    債

企 業 債

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

４. 流    動    負    債

企 業 債

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

イ 賞 与 引 当 金

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

５. 繰    延    収    益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額 △ 2,884,234

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

６. 資    本    金

イ 固 有 資 本 金

ロ 出 資 金

ハ 組 入 資 本 金

資 本 金 合 計

７. 剰    余    金

資  本  剰  余  金

イ 国 庫 補 助 金

ロ 受 益 者 負 担 金

ハ 他 会 計 負 担 金

ニ 受 贈 財 産 評 価 額

ホ 保 険 差 益

ヘ そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利  益  剰  余  金

イ 減 債 積 立 金

ロ 建 設 改 良 積 立 金

ハ 利 益 積 立 金

ニ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負   債   の   部

資   本   の   部
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注 記 事 項

Ⅰ．重要な会計方針

令和元年度より地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１ 固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による

・主な耐用年数

建物 ５０年

構築物 ５０年

機械及び装置 ５～２０年

車両運搬具 ３ ～ ５年

器具及び備品 ４ ～ １０年

２ 引当金の計上方法

（１） 退職給付引当金

千葉県市町村総合事務組合に加入し、総合事務組合負担金を負担しているた

め、退職給付引当金は計上していない。

（２） 賞与引当金

職員の期末・勤勉手当に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

（３） 法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費に備えるため、当年度末における支

給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月

分）を計上している。

（４） 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込

額を計上している。

３ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ．キャッシュ・フロー計算書関連

１ 重要な非資金取引

該当なし

Ⅲ．予定貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度末日の翌日から起算して
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１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる

額は、令和７年度２，２８６，０７７千円、令和８年度２，３４９，２９７

千円である。

２ 引当金の取り崩し

（１） 賞与引当金及び法定福利費引当金

期末・勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費を支出するため、賞与引

当金及び法定福利費引当金を取り崩している。

（単位：千円）

令和７年度 令和８年度

賞与引当金 ８，８４５ ９，７１２

法的福利費引当金 １，７２８ １，９０２

（２） 貸倒引当金

不納欠損処理をしたため、貸倒引当金を取り崩している。

（単位：千円）

令和７年度 令和８年度

貸倒引当金 ７５３ ７８９

３ セグメント情報に関する注記

報告セグメントが１つのため、記載を省略している。
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令和８年度茂原市下水道事業会計予算実施計画明細書

　収益的収入及び支出

　収　入

１ 下水道事業

　 収益 １ 営業収益

１ 下水道使用料 △ 121

２ 他会計負担金

３ 受託工事収益

４ その他営業収 △ 126

　 益

２ 営業外収益

１ 受取利息

２ 他会計負担金

３ 長期前受金戻

   入

４ 消費税及び地

　 方消費税還付

 　金

５ 雑収益 △ 4

３ 特別利益

１ 過年度損益

   修正益

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較

－ 346 －



－ 347 －

区　　分 金　　額

 下水道使用料 下水道使用料

 一般会計負担金 一般会計負担金（雨水処理負担分）

 受託工事収益 受託工事手数料

 手数料 排水設備手数料

 預金利息 預金利息

 基金利息 基金利息

 一般会計負担金 一般会計負担金（汚水処理負担分等）

 受贈財産評価額 受贈財産評価額長期前受金戻入

 国庫補助金 国庫補助金長期前受金戻入

 県補助金 県補助金長期前受金戻入

 負担金 負担金長期前受金戻入

 その他長期前受金 その他長期前受金戻入

 消費税及び地方消費 消費税及び地方消費税還付金

 税還付金

 その他雑収益 土地使用料

下水道台帳図作成費用他

その他雑収益

 過年度損益修正益 過年度損益修正益

（単位：千円）

節
説 明
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－ 348 －

　収益的収入及び支出

　支　出

１ 下水道事業

　 費用 １ 営業費用

１ 管渠費

２ ポンプ場費 △ 1,146

３ 処理場費

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
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－ 349 －

区　　分 金　　額

 委託料 下水道管渠管理業務等委託料

 賃借料 土地借上料

 修繕費 公共汚水ます修繕費

公共下水道修繕費

 材料費 補修用材料費

 保険料 下水道施設損害賠償保険料（管渠分）

 雑費 雑費

 備消品費 備品購入費

 光熱水費 光熱水費

 委託料 自家用電気工作物保安業務委託料

ポンプ場等清掃委託料

盤内点検委託料

 修繕費 ポンプ場施設修繕費

 動力費 動力費

 保険料 建設総合損害共済保険料

下水道施設損害賠償保険料（ポンプ場分）

 公課費 公課費

 報酬 会計年度任用職員報酬

 給料 一般職人件費

 手当 期末手当等

 賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額

 法定福利費 共済組合負担金等

 法定福利費引当金 法定福利費引当金繰入額

 繰入額

 退職給付費 総合事務組合負担金

（単位：千円）

節
説 明
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－ 350 －

（１ 下水道事業 （１ 営業費用） （３ 処理場費）

　　 費用 　）

４ 業務費

５ 総係費

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
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－ 351 －

区　　分 金　　額

 旅費 費用弁償

 備消品費 消耗品費

備品購入費

 光熱水費 光熱水費

 通信運搬費 電話料

 委託料 汚泥水質検査等委託料

沈砂・し渣及び脱水汚泥処分委託料

処理場維持管理業務等委託料

 修繕費 処理場施設修繕費

 動力費 動力費

 材料費 補修用材料費

 保険料 建設総合損害共済保険料

下水道施設損害賠償保険料

 公課費 公課費

 委託料 下水道使用料徴収委託料

 賃借料 下水道使用料システム用端末借上料

 給料 一般職人件費

 手当 期末手当等

 賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額

 法定福利費 共済組合負担金等

 法定福利費引当金 法定福利費引当金繰入額

 繰入額

 退職給付費 総合事務組合負担金

 旅費 普通旅費

 備消品費 消耗品費

備品購入費

 燃料費 燃料費

（単位：千円）

節
説 明
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－ 352 －

（１ 下水道事業 （１ 営業費用） （５ 総係費 ）

　　 費用 　）

６ 減価償却費

７ 資産減耗費

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
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－ 353 －

区　　分 金　　額

 通信運搬費 通信運搬費

放送受信料

 委託料 電算委託料

公営企業会計事務支援業務委託料

 手数料 出納事務手数料

 賃借料 機械借上料

公営企業会計システム使用料

通行料

 修繕費 自動車修繕費等

 研修費 下水道事業団研修費等

 負担金 日本下水道協会負担金

千葉県下水道協会負担金

 保険料 自動車保険料

 公課費 自動車重量税

 貸倒引当金繰入額 貸倒引当金繰入額

 有形固定資産 建物減価償却費

 減価償却費 構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両及び運搬具減価償却費

工具、器具及び備品減価償却費

 固定資産除却費 固定資産除却費

（単位：千円）

節
説 明
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－ 354 －

（１ 下水道事業 ２ 営業外費用

　　 費用 　） １ 支払利息

２ 消費税及び地

   方消費税

３ 雑支出

３ 特別損失

１ 過年度損益修

   正損

４ 予備費

１ 予備費

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
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－ 355 －

区　　分 金　　額

 企業債利息 企業債利息

 一時借入金利息 一時借入金利息

 消費税及び地方消費 消費税及び地方消費税

 税

 その他雑支出 補助金返還金

 過年度損益修正損 過年度損益修正損

 予備費 予備費

（単位：千円）

節
説 明
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－ 356 －

　資本的収入及び支出

　収　入

１ 資本的収入 △ 696,241

１ 企業債 △ 123,400

１ 企業債 △ 123,400

２ 他会計出資金 △ 41,290

１ 他会計出資金 △ 41,290

３ 他会計補助金

１ 他会計補助金

４ 国庫補助金 △ 559,120

１ 国庫補助金 △ 559,120

５ 負担金等

１ 受益者負担金

２ 工事負担金

３ その他負担金

６ 基金繰入金

１ 基金繰入金

７ 長期貸付金 △ 131

　 償還金 １ 長期貸付金 △ 131

   償還金

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
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区　　分 金　　額

 下水道事業債 下水道事業債

資本費平準化債

 一般会計出資金 一般会計出資金

 一般会計補助金 一般会計補助金

 国庫補助金 下水道事業費補助金

 受益者負担金 受益者負担金（徴収猶予解除分）

 工事負担金 工事負担金

 接続協力金 接続協力金（区域外特別使用）

 基金繰入金 下水道事業基金繰入金

 水洗便所改造資金 水洗便所改造資金貸付金償還金

 貸付金償還金

（単位：千円）

節
説 明
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－ 358 －

　資本的収入及び支出

　支　出

１ 資本的支出 △ 780,577

１ 建設改良費 △ 789,721

１ 管渠建設改良 △ 105,092

　 費

２ ポンプ場建設 △ 29,940

　 改良費

３ 処理場建設 △ 654,689

　 改良費

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
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－ 359 －

（単位：千円）

区　　分 金　　額

 備消品費 備品購入費

 委託料 浸水対策施設基本設計業務委託料

ウォーターＰＰＰ導入可能性調査業務委託料

埋設管調査等業務委託料

工事資材価格調査業務委託料

 工事請負費 浸水対策施設整備工事

管渠補修工事他

管渠改築工事他

 補償費 ガス・水道管等移設補償費

 委託料 町保ポンプ場耐水化詳細設計業務委託料

町保ポンプ場耐震化詳細設計委託料

町保ポンプ場設備更新詳細設計業務委託料

 工事請負費 ポンプ場改築工事

 給料 一般職人件費

 手当 期末手当等

 賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額

 法定福利費 共済組合負担金等

 法定福利費引当金 法定福利費引当金繰入額

 繰入額

 退職給付費 総合事務組合負担金

 委託料 処理場事務室改修設計業務委託料

処理場耐水化設計業務委託料

 工事請負費 機械棟ストックマネジメント工事

処理場改築工事他

説 明
節
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－ 360 －

　資本的収入及び支出

（１資本的支出）２ 企業債償還金

１ 企業債償還金

３ 基金積立金 △ 19,580

１ 基金積立金 △ 19,580

４ 投資その他の

　 資産 １ 長期貸付金

５ 予備費

１ 予備費

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
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－ 361 －

区　　分 金　　額

 企業債償還金 下水道事業債償還元金

 基金積立金 下水道事業基金積立金

 水洗便所改造資金 水洗便所改造資金貸付金

 貸付金

 予備費 予備費

（単位：千円）

節
説 明
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－ 363 －

議案第９号

令和８年度茂原市農業集落排水事業会計予算

（総則）

第１条 令和８年度茂原市の農業集落排水事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 処理区域面積 １，１３８

（２） 処理区域内人口 ６，４４１人

（３） 年間有収水量 ５１５，１２６ｍ

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 農業集落排水事業収益 ４３２，７２４千円

第１項 営業収益 １１２，１１０千円

第２項 営業外収益 ３２０，６１４千円

支 出

第１款 農業集落排水事業費用 ４３２，３１３千円

第１項 営業費用 ４１０，７１１千円

第２項 営業外費用 ２１，１０２千円

第３項 予備費 ５００千円
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額５０，０４４千円は、当年度分の消費税及び地方消費税資本的

収支調整額６０３千円、過年度分の損益勘定留保資金３０，１７８千円及び当年度分

の損益勘定留保資金１９，２６３千円で補てんするものとする。）。

収 入

第１款 資本的収入 １５８，９１４千円

第１項 企業債 １１０，９００千円

第２項 他会計出資金 ４４，０１４千円

第３項 負担金等 ４，０００千円

支 出

第１款 資本的支出 ２０８，９５８千円

第１項 建設改良費 １０，６４１千円

第２項 企業債償還金 １９７，８１７千円

第３項 予備費 ５００千円

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法

農業集落排水

施設整備事業

千円

普通貸借

又は

証券発行

％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
入れる資金につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率）

公的資金については、
その融資条件による。銀
行その他の資金について
は、債権者と協定する。
ただし、市財政の都合

により据置期間及び償還
期限を短縮し、又は繰上
償還若しくは低利に借換
えすることができる。
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（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

（１） 営業費用

（２） 営業外費用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければな

らない。

（１） 職員給与費 １９，８７５千円

令和８年２月２５日提出

茂原市長 市 原 淳
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令和８年度 茂原市農業集落排水事業会計予算実施計画

（収 益 的 収 入 及 び 支 出）

収 入 単位：千円

款 項 目 予 定 額 備 考

農業集落

排水事業

収益
営業収益

農業集落排水使用料 農業集落排水使用料

営業外収益

受取利息 預金利息

他会計負担金 一般会計負担金

長期前受金戻入 国庫補助金等による

雑収益 土地建物貸付収入等

支 出 単位：千円

款 項 目 予 定 額 備 考

農業集落

排水事業

費用
営業費用

管渠費 管渠維持管理費

ポンプ場費 ポンプ場維持管理費

処理場費 処理場維持管理費

業務費 徴収業務委託料等

総係費 一般管理費

減価償却費 固定資産減価償却費

資産減耗費 固定資産除却費

営業外費用

支払利息 企業債利息

消費税及び地方消費税 消費税及び地方消費税

雑支出 その他雑支出

予備費

予備費 予備費

－ 367 －



－ 368 －

（資 本 的 収 入 及 び 支 出）

収 入 単位：千円

款 項 目 予 定 額 備 考

資本的収入

企業債

企業債 下水道事業債等

他会計出資

金 他会計出資金 一般会計出資金

負担金等

受益者分担金 受益者分担金

支 出 単位：千円

款 項 目 予 定 額 備 考

資本的支出

建設改良費

ポンプ場建設改良

費

ポンプ場機器更新費

処理場建設改良費 処理場機器更新費

企業債償還

金 企業債償還金 企業債償還元金

予備費

予備費 予備費
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（単位：千円）
１．業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

資産減耗費

貸倒引当金の増減額（△は減少） △77

賞与引当金の増減額（△は減少） △11

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額 △169,546

受取利息及び受取配当金 △1

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

　　小　計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △20,100

業務活動によるキャッシュ・フロー

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △108,584

県補助金収入

負担金等収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △46,584

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

下水道事業債による収入

その他の企業債による収入

企業債償還による支出 △197,817

出資金の受入

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,403

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

令和８年度 茂原市農業集落排水事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和8年4月1日から令和9年3月31日まで)
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給 与 費 明 細 書 
１ 総 括 

区 分

職員数 給 与 費
法 定

福利費
合 計

特別職 一般職 報 酬 給 料 手当等 計

人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本 年 度

前 年 度

比 較 △ △ △

・職員数には、会計年度任用職員を含む。

・（ ）内は短時間勤務職員の数を外書きしている。 
・手当等には、賞与引当金繰入額を含む。

・法定福利費には、法定福利費引当金繰入額を含む。

手 当 等

の 内 訳

区 分
扶 養 手 当 管理職手当 地 域 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当

管理職員特
別勤務手当

千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度

前年度

比 較 △

区 分
期 末 手 当 勤 勉 手 当

時 間 外

勤 務 手 当
児 童 手 当

退 職 手 当

負 担 金

賞与引当金

繰 入 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度

前年度

比 較 △ △ △ △
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２ 給料及び手当等の増減額の明細 

区 分
増減額 増減事由別内訳

説 明 備 考
千円 千円

給 料 △ 給与改定に

伴う増減分

給与改定の状況

給料表の改定 平均 ％

給料改定実施時期 令和 年 月

昇給に伴う

増加分

平均昇給率 平均 ％

昇給期 令和 年 月

職員数 人

その他の増

減分

△ 職員の変動に伴う増減分

手 当 等 △ 制度改正に

伴う増減分

期末勤勉手当支給率改定

に伴う増減分

期末手当支給率

月分→ 月分

勤勉手当支給率

月分→ 月分

その他の増

減分

△ 職員の変動に伴う増減分

３ 給料及び手当等の状況 
（１）職員１人当たりの給与 

区 分 一般行政職

令和８年１月１日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

令和７年１月１日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

（２）初任給 

区 分 一般行政職

茂原市の制度

高校卒

大学卒

国 の 制 度

高校卒

大学卒
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（３）級別職員数 

区 分

一般行政職 技能労務職

級 職員数 人 構成比 ％ 級 職員数 人 構成比 ％

令和８年１月１日現在

１級 １級

２級 ２級

３級 ３級

４級 ４級

５級 ５級

６級 ６級

７級 ７級

８級 ８級

９級 ９級

計 計

令和７年１月１日現在

１級 １級

２級 ２級

３級 ３級

４級 ４級

５級 ５級

６級 ６級

７級 ７級

８級 ８級

９級 ９級

計 計

（級別の基準となる職務） 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

一般行政職 主事（困） 副主査 係長
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（４）昇 給 

区 分 合 計
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

本

年

度

職 員 数（Ａ） （人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

号給数別内訳

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

５号給 （人）

６号給 （人）

比率（Ｂ） （Ａ） （％）

前

年

度

職 員 数（Ａ） （人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

号給数別内訳

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

５号給 （人）

６号給 （人）

比率（Ｂ） （Ａ） （％）

（５）期末手当・勤勉手当 

区 分

支給期別支給率
支給率

（月分）

職制上の段階、職

務の級等による加

算措置

備 考
６月（月分） １２月（月分）

本 年 度 有

前 年 度 有

国の制度 有
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（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 

区 分
年勤続の者 年勤続の者 年勤続の者 最高限度 その他の加

算措置等
備 考

（月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等

在職期間に

応じた調整

額を加算

国の制度

（支給率等）

在職期間に

応じた調整

額を加算

（７）地域手当 

支給対象地域 茂原市全域

支給率 （％）

支給対象職員数 （人）

国の指定基準に基づく支給率（％）

（８）その他の手当 

区 分 国の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同じ 

住居手当 同じ 

通勤手当 異なる 一部独自 
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１. 固  定  資  産

有  形  固  定  資  産 千円 千円 千円 千円

イ 土 地

ロ 建 物

減 価 償 却 累 計 額 △86,424

ハ 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額 △603,202

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額 △56,650

ホ 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無  形  固  定  資  産

イ 電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２. 流  動  資  産

現 金 預 金

未 収 金

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △209

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

資  産   の   部

令和８年度 茂原市農業集落排水事業予定貸借対照表（当年度）

(令和9年3月31日)
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３. 固  定  負  債

企 業 債

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

ロ そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

４. 流  動  負  債

企 業 債

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

ロ そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

イ 賞 与 引 当 金

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

５. 繰  延  収  益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額 △508,270

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

６. 資  本  金

イ 固 有 資 本 金

ロ 出 資 金

資 本 金 合 計
７. 剰  余  金

資  本  剰  余  金

イ 県 補 助 金

ロ 他 会 計 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

利　益　剰　余　金

イ 減 債 積 立 金

ロ 建 設 改 良 積 立 金

ハ 利 益 積 立 金

ニ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資  本  の  部

負  債  の  部
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令和７年度 茂原市農業集落排水事業予定損益計算書

(令和7年4月1日から令和8年3月31日まで)
（単位：千円）

１. 営  業  収  益

(1） 農 業 集 落 排 水 使 用 料

２. 営  業  費  用

(1） 管 渠 費

(2） ポ ン プ 場 費

(3） 処 理 場 費

(4） 業 務 費

(5） 総 係 費

(6） 減 価 償 却 費

(7） 資 産 減 耗 費

営 業 損 失

３. 営  業  外  収  益

(1） 他 会 計 負 担 金

(2） 長 期 前 受 金 戻 入

(3） 雑 収 益

４. 営  業  外  費  用

(1） 支 払 利 息

(2） 雑 支 出

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金
変 動 額

当年度未処分利益剰余金
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１. 固  定  資  産

有  形  固  定  資  産 千円 千円 千円 千円

イ 土 地

ロ 建 物

減 価 償 却 累 計 額 △57,523

ハ 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額 △402,691

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額 △36,931

ホ 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無  形  固  定  資  産

イ 電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２. 流  動  資  産

現 金 預 金

未 収 金

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △286

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

資  産   の   部

令和７年度 茂原市農業集落排水事業予定貸借対照表

(令和8年3月31日)
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３. 固  定  負  債

企 業 債

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

ロ そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

４. 流  動  負  債

企 業 債

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

ロ そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

イ 賞 与 引 当 金

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

５. 繰  延  収  益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額 △338,724

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

６. 資  本  金

イ 固 有 資 本 金

ロ 出 資 金

資 本 金 合 計
７. 剰  余  金

資  本  剰  余  金

イ 県 補 助 金

ロ 他 会 計 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

利　益　剰　余　金

イ 減 債 積 立 金

ロ 建 設 改 良 積 立 金

ハ 利 益 積 立 金

ニ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資  本  の  部

負  債  の  部
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注 記 事 項

Ⅰ．重要な会計方針

令和６年度より地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１ 固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による

・主な耐用年数

建物 ５０年

構築物 ５０年

機械及び装置 ５～２０年

車両運搬具 ３ ～ ５年

２ 引当金の計上方法

（１） 退職給付引当金

千葉県市町村総合事務組合に加入し、総合事務組合負担金を負担しているた

め、退職給付引当金は計上していない。

（２） 賞与引当金

職員の期末・勤勉手当に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

（３） 法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費に備えるため、当年度末における支

給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月

分）を計上している。

（４） 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込

額を計上している。

３ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ．キャッシュ・フロー計算書関連

１ 重要な非資金取引

該当なし

Ⅲ．予定貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる

額は、令和７年度１００，１６７千円、令和８年度６５，４４３千円である。
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２ 引当金の取り崩し

（１） 賞与引当金及び法定福利費引当金

期末・勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費を支出するため、賞与引

当金及び法定福利費引当金を取り崩している。

（単位：千円）

令和７年度 令和８年度

賞与引当金 １，０７７ １，１９６

法的福利費引当金 ２１０ ２４０

（２） 貸倒引当金

不納欠損処理をしたため、貸倒引当金を取り崩している。

（単位：千円）

令和７年度 令和８年度

貸倒引当金 １７４ １５７

３ セグメント情報に関する注記

報告セグメントが１つのため、記載を省略している。

－ 383 －



－ 384 －

令和８年度茂原市農業集落排水事業会計予算実施計画明細書

　収益的収入及び支出

　収　入

１ 農業集落 △ 3,564

　 排水事業 １ 営業収益 △ 2,749

　 収益 １ 農業集落排水 △ 2,749

　 使用料

２ 営業外収益 △ 815

１ 受取利息

２ 他会計負担金

３ 長期前受金戻 △ 1,002

   入

４ 雑収益

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
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区　　分 金　　額

 農業集落排水使用料 農業集落排水使用料

 預金利息 預金利息

 一般会計負担金 一般会計負担金

 受贈財産評価額 受贈財産評価額長期前受金戻入

 国庫補助金 国庫補助金長期前受金戻入

 県補助金 県補助金長期前受金戻入

 分担金 分担金長期前受金戻入

 その他長期前受金 その他長期前受金戻入

 その他雑収益 現説資料代等

行政財産使用料

延滞金

説 明

（単位：千円）

節
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　収益的収入及び支出

　支　出

１ 農業集落

　 排水事業 １ 営業費用 △ 90

　 費用 １ 管渠費 △ 812

２ ポンプ場費 △ 1,622

３ 処理場費 △ 5,477

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
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区　　分 金　　額

 備消品費 緊急通報装置備品

 委託料 東郷第一地区真空施設保守管理業務委託

東郷第一地区警報装置システム業務委託

 修繕費 人孔蓋嵩上げ修繕

 保険料 下水道賠償責任保険料（管渠分）

 備消品費 消耗品費

 光熱水費 光熱水費

 通信運搬費 電話料

 委託料 汚水処理施設維持管理業務委託

情報配信サービス（豊岡第三地区）

東郷第一地区真空施設保守管理業務委託

 賃借料 土地借上料

 修繕費 修繕費

 保険料 建物総合損害共済保険料

 備消品費 消耗品費

 燃料費 燃料費

 光熱水費 光熱水費

 通信運搬費 電話料

 委託料 汚水処理施設維持管理業務委託

自家用電気工作物保安管理業務委託

消防用設備保守点検委託

豊岡第一地区汚水処理場伐採業務委託

ＰＣＢ廃棄処理業務委託

 手数料 法定水質検査

 賃借料 発電機等借上料

 修繕費 修繕費

（単位：千円）

節
説 明
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（１ 農業集落 （１ 営業費用） （３ 処理場費）

　　 排水事業

　　 費用 　） ４ 業務費

５ 総係費

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
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区　　分 金　　額

 保険料 建物総合損害共済保険料

下水道賠償責任保険料（処理場等分）

 通信運搬費 フレッツ回線使用料

 委託料 農業集落排水使用料徴収業務委託

 給料 一般職人件費

 手当 期末手当等

 賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額

 法定福利費 共済組合負担金等

 法定福利費引当金 法定福利費引当金繰入額

 繰入額

 退職給付費 総合事務組合負担金

 旅費 普通旅費

 備消品費 消耗品費

 燃料費 ガソリン代

 通信運搬費 郵便料

 委託料 農業集落排水事業会計事務支援業務委託

料金改定支援業務委託

 手数料 出納事務手数料

 賃借料 公営企業会計システム使用料

 修繕費 公用車定期検査

 負担金 研修負担金

地域環境資源センター会費

千葉県農業集落排水連絡会議会費

 保険料 自動車保険料

 公課費 自動車重量税

 貸倒引当金繰入額 貸倒引当金繰入額

（単位：千円）

節
説 明

－ 389 －



－ 390 －

（１ 農業集落 （１ 営業費用） ６ 減価償却費 △ 2,556

　　 排水事業

　　 費用 　）

７ 資産減耗費 ―

２ 営業外費用

１ 支払利息

２ 消費税及び地

   方消費税

３ 雑支出

３ 予備費

１ 予備費

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較

－ 390 －



－ 391 －

区　　分 金　　額

 有形固定資産 建物減価償却費

 減価償却費 構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

 固定資産除却費 固定資産除却費

 企業債利息 企業債利息

 消費税及び地方消費 消費税及び地方消費税

 税

 その他雑支出 受益者分担金返還金

災害復旧工事

 予備費 予備費

（単位：千円）

節
説 明

－ 391 －



－ 392 －

　資本的収入及び支出

　収　入

１ 資本的収入 △ 274,295

１ 企業債 △ 103,300

１ 企業債 △ 103,300

２ 他会計出資

　 金 １ 他会計出資金

３ 負担金等

１ 受益者分担金

△ 県補助金 △ 177,000

△ 県補助金 △ 177,000

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較

－ 392 －



－ 393 －

区　　分 金　　額

 下水道事業債 資本費平準化債

 その他の企業債 公営企業会計適用債

 一般会計出資金 一般会計出資金

 受益者分担金 受益者分担金

（単位：千円）

節
説 明

－ 393 －



－ 394 －

　資本的収入及び支出

　支　出

１ 資本的支出 △ 304,646

１ 建設改良費 △ 294,419

１ ポンプ場建設

　 改良費

２ 処理場建設 △ 300,539

　 改良費

△ 管渠建設改良 △ 2,000

費

２ 企業債償還金 △ 9,685

１ 企業債償還金 △ 9,685

３ 予備費

１ 予備費

△ 固定資産購入 △ 542

費 △ 有形固定資産 △ 542

購入費

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較

－ 394 －



－ 395 －

区　　分 金　　額

 工事請負費 第１真空ポンプ場Ｎｏ．２真空ポンプ更新工事

（東郷第一）

 工事請負費 コンデンサ更新工事（豊岡第一）

 企業債償還金 下水道事業債償還元金

 予備費 予備費

（単位：千円）

節
説 明

－ 395 －


